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Ⅰ 公募スケジュール 

 

募集要項の配布 令和元年８月８日（木）～令和元年１０月１５日（火） 

                        ↓ 

応募予定者登録及び 

現地説明会出席者登録 
令和元年８月８日（木）～令和元年８月２６日（月） 

                        ↓ 

現地説明会 
令和元年８月２８日（水）～令和元年８月２９日（木） 

※上記の説明会出席者登録が必要 

                        ↓ 

質疑受付 
令和元年８月８日（木）～令和元年９月５日（木） 

（応募予定者登録済の方のみ受付可） 

                        ↓ 

質疑回答 令和元年９月中旬予定 

                        ↓ 

応募申込書受付 
令和元年９月２４日（火）～令和元年１０月１５日（火） 

※事前電話予約要（応募予定者登録済の方のみ受付可） 

                        ↓ 

プレゼンテーション 

内容審査 
令和元年１０月下旬～令和元年１１月上旬 

                        ↓ 

優先交渉権者の決定及び発表 令和元年１１月上旬予定 

                        ↓ 

覚書の締結 令和元年１１月上旬予定 

                        ↓ 

基本契約の締結 「事業実施計画」確定後 

                        ↓ 

事業用定期借地権設定契約締結 

建物譲渡契約締結 
基本契約締結後，速やかに 

                        ↓ 

工事着手 契約締結後，原則６か月以内 

                        ↓ 

竣工  

                        ↓ 

用地の返還（更地） 事業用定期借地権設定契約貸付開始日から契約満了日 

 

※受付日時は，月曜日から金曜日（土・日曜日及び国民の祝日等閉庁日を除く）の 

午前９時～正午，午後１時～午後５時までです 
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Ⅱ 募集要項 

１ 趣旨 

湊山小学校は，周辺地域の児童数減少等を受け，兵庫区北東部小学校４校統合事業により平

成 26年度末に惜しまれつつ閉校となりました。 

一方で，近年の当該地周辺地域は，古くからの家屋を取壊し，新しい住居建築が進むなど，

若年世代の増加傾向が見られています。これは，まちの活性化，空家空地対策等を考える上で

とても好ましい状況であると考えています。地域のこれらの状況をさらに促進させていくため，

神戸市では，平成 30年度に「湊山小学校跡地利活用に係るサウンディング型市場調査」を実施

し，様々なご提案も頂いているところですが，この度，当該地にて「若年世帯の増加傾向を更

に促進させる施設」の設置に係る事業の実施事業者募集を実施します。 

募集にあたっては，民間企業等のノウハウを活かした事業提案を広く求める公募型プロポー

ザル方式により，事業計画提案を募り，外部有識者を含む選考委員会にて優れた提案を選考し，

優先交渉権者（１者）及び次点者（１者）を選考します。なお，応募には，上述の「サウンデ

ィング型市場調査」による提案をされたかどうかに関わらず参加可能です。 

 

２ 基本方針 

地域の活性化，地域への若年世帯の流入傾向を更に促進することに繋がる事業 

 

３ 事業対象地の概要（P.22「位置図」参照） 

⑴ 所 在 地  

神戸市兵庫区雪御所町４番，５番１，28 番３ 

 

⑵事業対象地面積  

５，３８０．７７㎡（実測） 

ただし，雪御所旧跡の蹟碑等，事業対象地内での残置が必要な物件の占有部分を含みます。 

 

 ⑶ 都市計画による制限 

区域区分 市街化区域 

用途地域 近隣商業地域，第 1種中高層住居専用地域 

建ぺい率 80％（近商），60％（１中高） 

容積率 300％（近商），200％（１中高） 

高度地区 第６種高度地区（近商），第３種高度地区（１中高） 

その他制限 宅地造成工事規制区域，埋蔵文化財包蔵地（雪御所遺跡） 

 

⑷ 道路の概要 

北側 幅員約 18メートルの神戸市道 

南側（一部） 幅員約６メートルの神戸市道 

南側（一部） 幅員約 2.5 メートルの私道 

 

⑸ アクセス 
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・市営地下鉄西神・山手線「湊川公園」駅，神戸電鉄「湊川」駅から徒歩約 18分 

・JR 神戸線「神戸」駅から徒歩約 27 分 

・JR 神戸線「三ノ宮」駅から神戸市営バス(７系統)「石井橋」まで約 20 分，バス停より徒歩 

約 1 分 

・JR 神戸線「神戸」駅から神戸市営バス(９系統)「石井橋」まで約 10 分，バス停より徒歩 

約 1 分 

 

⑹ 契約方法 

   【土地】 

事業用定期借地権設定契約 

   貸付期間：貸付開始日から 15 年間 

         ただし，貸付期間が満了する日の１年前までに事業者から申出があった場合，

再契約について協議することが出来，本市が必要と認める場合は再契約する

ことがあります。ただし，貸付期間の上限は，現施設の解体・撤去及び建設

期間を含め，合計 30 年未満です。 

    ※借地借家法（平成３年法律第 90号）第 23条の規定に基づき居住の用に供することは 

できません。 

   【建物（校舎）】 

    建物譲渡契約（一部） 

    なお，売却する建物以外の建物及び付属物（雪御所旧跡の蹟碑等，事業対象地での残置

が必要なものを除く。）については，事業実施時には事業者の費用と負担の上で解体・撤去

されることを条件とします。 

 《売却する建物》 ※未登記 

施設名 構造 延床面積 建築年月日 

特別・普通教室棟 

及び給食室 
鉄筋コンクリート造（１～３Ｆ） 988 ㎡ Ｓ63．２ 

管理・特別教室棟， 

屋内運動場 
鉄筋コンクリート造（２Ｆ） 1,638 ㎡ Ｓ63．２ 

 合  計 2,626 ㎡  

・建物の改修・修繕等が必要と判断される場合には，事業者の負担にて実施してください。 

・建物が不要の場合は事業者の費用と負担の上で解体することも可能です。 

 

《解体を条件とする建物》 ※遊具等の構造物を含む。 

施設名 構造 面積 建築年月日 

普通・特別教室棟 鉄筋コンクリート造（３Ｆ） 1,462 ㎡ 
Ｓ33．３ 

～Ｓ47．２ 

倉庫 木造（１Ｆ） 17 ㎡ Ｔ11．３ 

学校体育施設開放建物 コンクリートブロック造 29 ㎡ Ｓ51．８ 

 合  計 1,508 ㎡  

※解体・撤去後に完了報告書の提出が必要です。 
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⑺ 土地貸付価格（参考価格） 

   金１４，２００，０００円（年額） 

   なお，確定価格については，本市の所定の手続きを経て決定した後，応募予定者登録済の

方にお知らせするものとします。また，貸付価格は，現校舎建物の解体費相当額等を考慮し

た設定としています。 

  また雪御所旧跡の蹟碑等，事業対象地内での残置が必要な物件の占有部面積は，賃料対象

面積から除きます。 

 

⑻ 建物譲渡価格（参考価格） 

   金３３，０００，０００円 

（うち消費税及び地方消費税額（10％）金３，０００，０００円） 

   なお，確定価格については，本市の所定の手続きを経て決定した後，応募予定者登録済の

方にお知らせするものとします。 

 

⑼ 特記事項 

  ・当該土地は埋蔵文化財包蔵地（雪御所遺跡）の区域内にありますので，建物建築・解体等

の６０日前までに文化財保護法に基づく届出が必要です。詳しくは，教育委員会事務局文

化財課埋蔵文化財係（℡．078-322-5799）までお問い合わせください。 

・貸付対象地内には石積み擁壁があり，神戸市建築物の安全性の確保等に関する条例（平成

20 年４月１日条例第１号）第 20 条（通称「がけ条例」）の適用を受ける場合があります。 

・貸付対象地内に残存する電気・ガス・上下水道・各設備及び備品・物品など全ての残 

置物については，現状有姿での引渡しとなります。撤去及び処分等は事業者の負担にて関

係法令等に従い適切に実施してください。また，撤去及び処分までは事業者の負担と責任

において物件を管理してください。 

・雪御所旧跡の蹟碑等，事業対象地内に残置する物件について移設が必要な場合は,神戸市と

日常管理を含め，協議するものとします。 

 

４ 事業方式 

本事業は，事業者が市有地を事業用定期借地し（15 年間），当該市有地にて事業者の自主事

業として「２ 基本方針」に即した事業を行うものです。建物（校舎）のうち，東側の「特別・

普通教室棟及び給食室」「管理・特別教室棟，屋内運動場」及びその付属物は神戸市から事業者

に有償譲渡することとし，不要の場合は事業者の費用と責任の上で解体することとします。上

記以外の建物「普通・特別教室棟，倉庫，学校体育施設開放建物」或いは，遊具等の構造物は，

土地の付属物として現状での引渡しとしますが，事業実施時には事業者の費用と責任の上で解

体・撤去されることを前提とします（雪御所旧跡の蹟碑等，事業対象地での残置が必要なもの

を除く。）。なお，解体・撤去後に完了報告書の提出が必要です。 

なお，対象地南東の市有地（プール用地，670.33 ㎡）については，事業対象地としていませ

んが，事業者選考の際に，「プール用地と対象地を一体的に活用する事によって事業の効用が増

す」との提案が事業者からなされ，神戸市がこれを認めた時には，事業対象地に加え，プール

用地も貸付ける場合があります。貸付けの条件等については，別途神戸市と協議することとし

ます。 

貸付期間満了時には,譲渡建物を含め,事業対象地上の全ての建築物及び付属物を解体・撤去
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し,完全な更地として返還していただきます。 

 

５ 事業想定スケジュール（優先交渉権者決定後） 

 

  覚書の締結 

    ↓   

  

設計 

神戸市との必要な協議及び手続き 

開発のための手続き（補助金等申請手続き） 等 

    ↓   

  「事業実施計画」確定 

    ↓   

  基本契約の締結 

    ↓   

  

「事業用定期借地権設定契約」「建物譲渡契約」締結，売買代金納入， 

所有権の移転・物件の引渡し 

（ただし，建物の表題・保存・所有権移転登記は，解体すべき隣接建物の 

解体後とする。） 

    ↓   

  工事着工 

    ↓   

  竣工 

 

６ 募集について 

⑴ 募集要項の配布 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 「応募予定者登録」及び「現地説明会出席者登録」 

  応募予定者は「応募予定者登録申込書（指定様式１）を作成のうえ，「説明会出席申込書（指

定様式２）」を作成し，受付場所へ持参またはＥメールにて送付してください。なお，後述の

質問書の提出及び応募申込書の提出には，応募予定者の登録が必要となります。 

応募予定者登録後，応募申込前に応募を辞退する場合は，「応募辞退届（指定様式３）」を

下記担当部署に届け出てください。 

 

 

・配布期間：令和元年８月８日（木）～令和元年 10 月 15 日（火） 

      （※ただし，土・日曜日及び国民の祝日等閉庁日を除く） 

・受付時間：午前９時～正午，午後１時～午後５時 

・配布場所：神戸市役所１号館 17階  

行財政局資産活用部資産活用課活用企画担当 電話 078-322-5051 

・Ｅメールアドレス：katsuyou_kikaku@office.city.kobe.lg.jp 
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 ⑶ 現地説明会 

  本公募に関する現地説明会を開催します。説明会の参加には，前記（２）「応募予定者」及び

「現地説明会出席者」の登録が必要となります。説明会に出席しなかったことにより後日意義

を申し立てることはできませんので，必ずご出席くださいますようお願いします。 

  ・開催日時：令和元年８月 28日（水）または８月 29 日（木） 午前 10 時～午前 11時半 

詳細については，出席者登録された方に別途ご案内させていただきます。 

 

 ⑷ 質疑受付・回答 

   本募集要項等の質疑は，応募予定者登録済の者のみ受付けるものとし，質疑に対する回答

は個々に行わず，一括して次により行います。 

質疑は文書によるものとし，「募集要項に関する質問書（指定様式４）」に記入の上，「デー

タ記録媒体（Word 及び PDF 形式）」を持参またはＥメールにて送付してください。電話・Ｆ

ＡＸ等での問い合わせには一切応じません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑸ 応募申込書の受付 

 

 

 

 

 

 

① 事前に電話予約の上，P.8 の⑹提出書類に記載の書類を必ず持参してください。郵送に

よる申込は受け付けません。 

② 提出された書類等は返還しません。また，提出後に書換え，引換え又は撤回を行うこと

・受付期間：令和元年８月８日（木）～令和元年９月５日（木） 

      （※ただし，土・日曜日及び国民の祝日等閉庁日を除く） 

・受付時間：午前９時～正午，午後１時～午後５時 

・受付場所：神戸市役所１号館 17階 

      行財政局資産活用部資産活用課活用企画担当 電話 078-322-5051 

・Ｅメールアドレス：katsuyou_kikaku@office.city.kobe.lg.jp 

・回  答：提出のあった質疑に対する回答を応募予定登録者全員にＥメールにて，

令和元年９月中旬に送付する予定です。なお，質疑応答書は募集要項記

載事項の補完，追加又は修正事項とみなします。 

・受付期間：令和元年９月 24 日（火）～令和元年 10 月 15 日（火） 

      （※ただし，土・日曜日及び国民の祝日等閉庁日を除く） 

・受付時間：午前９時～正午，午後１時～午後５時 

・受付場所：別途，応募予定登録者に対して，ご連絡します。 

・電話番号：078-322-5051 

 

・受付期間：令和元年８月８日（木）～令和元年８月 26 日（月） 

      （※ただし，土・日曜日及び国民の祝日等閉庁日を除く） 

・受付時間：午前９時～正午，午後１時～午後５時 

・受付場所：神戸市役所１号館 17階 

行財政局資産活用部資産活用課活用企画担当 電話 078-322-5051 

・Ｅメールアドレス：katsuyou_kikaku@office.city.kobe.lg.jp 

・担当部署：行財政局資産活用部資産活用課活用企画担当 電話 078-322-5051  
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はできません。 

③ 受付に際し，申込書記載事項等に関して，ヒアリングの実施や追加資料の提出を求める

場合があります。 

④ 応募申込みは，１事業者につき１件です。 

 

 ⑹ 提出書類（提出図書一覧 P．20 参照） 

①応募申込書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部 

（※実印で押印ください） 

ア 別表の提出図書一覧で示す様式１～４により提出すること。 

イ．Ａ３版横使いで一続きにホチキス留めしたものと，電子媒体（PDF 版 ウイルスチェ

ック済）を合わせて提出すること。 

ウ．ビニールカバー等は付けないこと。 

②事業実施計画書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12 部 

ア．別表に示す図書を様式５～12により提出すること。 

イ．Ａ３版横使いで一続きにホチキス留めしたものと，CD-R，USB メモリ等による電子媒

体（PDF 版 ウイルスチェック済）を合わせて提出すること。 

ウ．ビニールカバー等は付けないこと。 

エ．図面等に説明を付す場合は，簡潔に記述すること。 

オ．各様式に枠がある場合は，枠外の余白には一切文字等を記入しないこと。 

   データの提出内容と，正本の内容に相違がある場合は，正本の内容を優先します。 

  ③申込企業の概要・経営内容等を示す書類（代表企業，構成企業） 

ア．印鑑証明書及び資格証明書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・※１ 

イ．登記事項証明書（履歴事項全部証明書）・・・・・・・・・・・・・ ※１ 

ウ．直近１か年の法人税，法人事業税（地方法人特別税を含む。）消費税及び地方消費税の

納税証明書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・※１ 

エ．直近３か年に作成された貸借対照表，損益計算書及び株主資本等変動計算書 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・※１，２ 

オ．定款・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・※１ 

カ．会社概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・※１ 

   キ．申込資格に定める事業実績のわかる資料（パンフレット等） ・・・・・・10部 

（※１）の提出部数は正本１部，正本のコピー１部，計２部です。発行後３か月以内のもの。

税の証明書は前年分又は前年度分のもの。 

（※２）については，以下の点にご留意ください。 

  ・金融商品取引法に定める有価証券報告書の提出義務がある会社については，有価証券報告

書記載の貸借対照表，損益計算書及び株主資本等変動計算書とすること。 

  ・その他の会社については，税務申告書に添付した貸借対照表，損益計算書及び株主資本等

変動計算書とすること。 

  ※ 構成企業及び協力企業がある場合は，全員の添付書類が必要となります。 

  ※ 本市が必要に応じて提出を求める書類以外の書類の提出は認めません。なお，応募書類

に漏れ等がある場合，関連する項目について評価が低くなる，若しくは評価ができないこ

とがあります。 

  ※ 提出された資料，データは理由にかかわらず一切返却しません。また，資料等の作成に
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伴う費用，応募に関する費用は応募者負担になります。 

※ 提出書類に含まれる著作物の著作権は事業者に帰属するものとします。ただし，本事業

において公表する場合及びその他本市が必要と認める場合には，本市は提案書の全部又は

一部を無償で使用できるものとします。 

    契約に至らなかった事業者の提出書類は，原則として非公開とします。 

※ 提案内容に含まれる特許権，実用新案権，意匠権，商標権などの日本国の法令に基づい

て保護される第三者の権利となっている工事材料，施工方法，維持管理方法などを使用し

たことに起因する責任は，提案を行った事業者が負うものとします。 

 

⑺ (応募申込みに当たっての留意点 

① 応募申込書，事業実施計画書，その他図書等作成に要する費用は，応募者の負担とし

ます。 

② 「事業用定期借地権設定契約」「建物譲渡契約」は，「応募申込書」に記載された代表

企業又は構成企業の名義でのみ行うことができます。 

 

７ 応募申込資格等 

  応募申込みにあたっては，次の⑴から⑷に定める各号の要件を全て満たす必要があります。

要件を満たさない項目があった場合は，欠格とし，審査を行いません。 

⑴ 事業対象地において，本募集要項の趣旨等に従って，事業の実施を行う，企業又は企業

連合体であること。 

※企業連合体の場合  

代表企業，構成企業及び協力企業の実績を認めます。 

協力企業の実績を用いる場合は，応募申込書（様式２－２）に当該実績を有する協力企

業名を記載し，事業実績（様式４－２）に協力企業の事業実績を記載してください。なお，

協力企業の実績を用いる場合は，当該協力企業を応募申込後に変更することは認めません。 

⑵ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第６号

に規定する暴力団員若しくは役員又は実質的に経営に関与する者が暴力団員である法人等，

その他暴力団（同法第２条第２号に規定する暴力団をいう。）及び暴力団員と社会的に非難

されるべき関係を有している者（神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱（平

成 22年５月 26日市長決定）第５条に該当する者）等でないこと。（上記の者に該当するこ

とが判明した場合には，違約金の請求，買戻権の行使，契約の解除の対象となります。） 

※ 頂いた法人情報を申込資格確認のために，警察等関係機関への照会資料として使用す

る場合があるとともに，契約後上記の者に該当することが判明した場合には，違約金の

請求，買戻権の行使，契約解除の対象になります。 

⑶ 以下の事項に該当しないこと。  

ア 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16号）第 167 条の４の規定に該当する者。 

イ 会社更生法（平成 14年法律第 154 号）に基づく更生手続きの申立て，若しくは民事再

生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続き開始の申立てがなされている者（た

だし，更生計画認可決定や再生計画認可決定がなされている場合はこの限りでない）。 

ウ 銀行取引停止，主要取引先からの取引停止等の事実があり，客観的に経営状態が不健

全であると判断される法人 

エ 神戸市における不動産の売払い又は貸付けに係る契約手続きにおいて次の事項のいず
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れかに該当すると認められるときから２年を経過しない者。その者を代理人，支配人，

その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても同様とする。 

① 本市から指名停止措置を受けている法人 

② 競争入札において，その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害し，若

しくは不正の利益を得るために連合したとき。 

③ 落札者が契約を締結すること又は契約の相手方が契約を履行することを妨げたとき。 

④ 正当な理由がなくて契約を履行しなかったとき。 

⑤ 落札したにもかかわらず正当な理由がなく契約を締結しなかったとき。 

⑥ 神戸市における一般競争入札に参加できないこととされている者を契約の締結又は

契約の履行に当たり代理人，支配人その他の使用人として使用したとき。 

オ 禁固刑以上の刑に処され，その施行を終わり又は執行を受けることがなくなった日か

ら２年を経過しない者に該当する役員がいる団体。 

カ 国税（法人税又は所得税及び消費税（地方消費税を含む）をいう。）及び地方税につい

て未納の税額がある者。 

キ 買い受けた又は借り受けた土地・建物を，暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に定める暴力団その他の反社会的団体及び

それらの構成員がその活動のために利用する等公序良俗に反する用に使用しようとする

者。 

ク 次の事項のいずれかに該当する者。 

① 神戸市から直接に又は第三者を経由して不動産を買受け又は借受けた者で，当該不

動産に係る公序良俗に反する使用の禁止の定めに違反した者。 

② 上記①に該当する法人その他の団体の代表者，理事，取締役，支配人その他これら

に類する地位（以下「代表者等の地位」という。）に現にある者及び違反時にあった者。 

③ 上記①又は②に該当する者が代表者等の地位にある法人その他の団体。 

⑷ 企業連合体の場合は，以下によること。 

① 全ての構成員が，上記⑵，⑶の要件を満足していること。 

② 構成企業の中から代表企業を決定し，その責任負担率は 50％超としてください。 

③ 代表企業，構成企業及び協力企業の役割分担が明確になっていること。 

④ 応募申込後に構成企業を変更・追加すること，あるいは責任負担率を変更すること

は原則として認めません。 

⑤ 応募者の資格制限は，企業連合体を構成する一法人でも該当すると失格となります。 

⑥ 単独で応募した一つの法人は，他の共同事業者の構成員となることはできません。

一つの法人は，複数の企業連合体の構成員になることはできません。 

用 語  

代表企業 応募者のうち，応募手続きを行う企業。 

構成企業 応募者のうち，代表企業と共に事業に責任を負う企業。 

協力企業 
応募者のうち，神戸市と直接の契約をする権利がなく，代表企業又は

構成企業から業務を請け負う等，事業協力を予定している企業。 

 

８ 優先交渉権者の選考方法 

  外部有識者等からなる「湊山小学校利活用事業者公募に係る優先交渉権者選考委員会」（以下
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「選考委員会」という。）を設置し，選考委員会において，提案のあった企画内容を審査し，そ

の審査結果を踏まえて神戸市が優先交渉権者を決定します。 

  ⑴ 提案のあった企画内容について，応募者からのプレゼンテーションを実施し，「事業実施 

計画」に関して内容審査を行います。審査項目ごとの配点については，「Ⅲ．審査項目につ

いて」をご参照ください。 

プレゼンテーションは，応募者多数の場合，選考委員会の委員の意見を踏まえ，書類審

査により応募者を選考した上で実施することがあります。プレゼンテーションの日時，場

所及び方法等の詳細は別途通知いたします。なお，プレゼンテーションは応募者自らが行

うものとし，その際の説明内容及び資料は，提出された事業実施計画書及び提出を求めた

補足説明資料の範囲に限ります。 

⑵ 採点の結果，合計得点が最も高かった者を優先交渉権者，２番目に高かった者を次点交

渉権者として決定します（次点交渉権者は，優先交渉権者が基本契約締結に至らなかった

場合，または覚書の締結から「事業用定期借地契約」「建物譲渡契約」までに辞退した場合

等に繰り上がります）。  

ただし，「Ⅲ．審査項目について」の２ 審査項目等の表の大項目において，著しく劣り，

選考委員会において「不適」と判断された提案については，得点の如何にかかわらず失格

となることがあります。 

⑶ 審査の結果は，各応募者（企業連合体の場合は代表企業）に対して，文書で通知すると

ともに，本市ホームページ等において公表します。結果に対するお問い合わせ・異議等に

ついては，応募者に限らず一切応じません。 

⑷ 選考委員会での審査の結果及び優先交渉権者として決定した応募者の事業実施計画につ

いては，企業名・完成予想図・事業実施計画概要等を公表します。 

⑸ 優先交渉権者が本募集要項等に違反した場合や，提出図書に虚偽の内容等がある場合は，

優先交渉権者の資格を取り消します。その場合，次点交渉権者を繰り上げて優先交渉権者

とする場合があります。 

⑹ 本市と協議することなく計画内容を変更した場合は，選考を取り消すことがあります。

また，法令及び条例の改正又は甲がやむをえないと認めた場合以外，選考後の「事業実施

計画」の変更は原則，認めませんので，ご留意のうえ計画してください。 

⑺ 選考理由・結果に対する問い合わせ，異議申立てについては一切，応じません。 

 

９ 優先交渉権者決定後の主な流れ 

⑴ 覚書の締結 

    優先交渉権者決定後，神戸市と優先交渉権者との間で，速やかに事業実施に向け，必要

となる事項を定めた覚書を締結していただきます（別紙１「覚書（案）」参照）。 

 

  ⑵ 神戸市との協議及び手続き 

    優先交渉権者は，神戸市と事業の計画の内容について協議を行っていただきます。その

中で，当初の事業実施計画と異なる内容への計画の見直しが必要となった場合は，優先交

渉権者は必要な修正・変更を行って，「事業実施計画」を確定させ，神戸市の承認を受けて

ください。ただし，「事業実施計画」の修正・変更にあたって，公募の趣旨及び提案内容か

ら逸脱することは認められません。 

    また，以下の手続きを必要に応じて実施していただきます。 
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① 神戸市大規模集客施設の立地に係る都市機能の調和に関する条例（平成 18年３月条例

第 54号）に規定する手続き 

② 神戸市開発事業の手続き及び基準に関する条例（平成 29年４月条例第１号）に規定す

る手続き 

③ 神戸市建築物の安全性の確保等に関する条例（平成 20 年４月１日条例第１号）第 20

条（通称「がけ条例」） 

④ その他，関係法令及び神戸市条例に基づく手続き 

 

⑶ 基本契約の締結 

    「事業実施計画」確定後，神戸市と優先交渉権者との間で，本事業における基本的な事

項を定める「基本契約」を締結していただきます（基本契約締結後は，優先交渉権者を「事

業者」という）。なお，神戸市との協議の状況等により，基本契約の締結に至らなかった場

合は，前記９ ⑴の覚書はその効力を失うものとします。この場合，神戸市と事業者間に

おいて，互いに損失分の経費は一切負わないものとします（別紙２「基本契約書（案）」参

照）。 

 

⑷ 土地の事業用定期借地権設定契約の締結 

    基本契約の締結後，事業者は速やかに神戸市と当該土地についての借地借家法（平成３

年法律第 90 号）第 23 条第２項に基づく事業用定期借地権設定による土地の賃貸借契約を

公正証書により締結していただきます。貸付期間は事業用定期借地権設定契約書記載の貸

付開始日から 15 年とします。なお，公正証書の作成費用は本市と事業者が折半して負担す

ることとします。 

 

⑸ 建物（校舎）の譲渡契約の締結 

    基本契約の締結後，事業者は速やかに神戸市と「特別・普通教室棟及び給食室」「管理・

特別教室棟，屋内運動場」についての建物譲渡契約を締結していただきます（別紙３「建

物譲渡契約書（案）」参照）。契約書に貼付する収入印紙の費用は，事業者の負担となりま

す。 

 

  ⑹ 売却建物及び解体条件建物について 

当該建物は平成 17 年度に文部科学省の方針に基づいたアスベスト調査を実施した結果，

飛散するおそれのあるアスベスト含有建材は確認されていません。ただし，通常の使用状

態では，危険性は低いと考えられるアスベスト含有建材（ボード類，床材及び保温材等）

は，当時の調査対象となっておらず，特定建築材料が使用されている可能性がありますの

で，十分注意の上，建物の改修・解体等を行う場合は，関係法令に基づき，事業者の責任

と負担においてアスベストの分析調査を実施し，適切な対応をしてください。 

また，既存建物内に残置している電気関連機器のうち，ＰＣＢ含有の可能性があるトラ

ンス，安定器等については，令和元年 11 月末を目処に神戸市にて残置機器調査を行い，

当該機器が発見された場合はこれを撤去する予定です。 

 

10 事業用定期借地権設定契約  
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⑴ 契約内容について 

① 契約締結 

     基本契約の締結後，事業者は神戸市と土地について事業用定期借地権設定契約を公正

証書により締結していただきます。なお，契約は神戸市の指定する様式（別紙４「事業

用定期借地権設定契約書（案）」参照）により行います。なお，公正証書の作成費用は本

市と事業者が折半して負担することとします。公正証書の作成は神戸公証センターで市，

事業者立会いのうえで行います。作成の日時，作成費用，必要書類等は後日，お知らせ

します。 

② 土地貸付料（参考価格） 

    金１４，２００，０００円／年 

    なお，確定価格については，本市の所定の手続きを経て決定した後，応募予定者登録

済の方にお知らせするものとします。 

   ③ 土地貸付料の支払い 

    ア 貸付料は原則として，毎年度年２回，前期分は４月 30 日，後期分は 10 月 31 日が納

入期限となります。上記によらない，契約初回の貸付料の納入期限については，別途

定めることとします。 

   イ 連名での契約の場合でも，納入通知書は１枚しか発行いたしません。契約の締結は

応募申込書に記載された名義でのみ行うことができます（構成企業を含む）。 

   ウ 納入期限を過ぎて納入する場合は，年 14.6％の割合で計算した遅延損害金を別途納

入していただきます。 

   ④ 契約保証金 

契約締結日に契約保証金として貸付価格の年額相当額及び譲渡対象建物の解体費相当

額（整地に係る費用を含む。約１億 1,500 万円を想定。別途、協議に応じるものとする。）

を預託するものとし，本市が発行する「納入通知書兼領収証書」により，本市の公金収

納を取扱っている金融機関で納付してください。契約保証金は，事業用定期借地権設定

契約の期間満了時に，事業者が建築物及びその他の工作物を収去し，当該土地を本市に

返還した後，未払い債務等を差し引いた上で無利息にて返還するものとします。なお，

譲渡対象建物の解体費相当額に対する契約保証金については，譲渡対象建物を解体した

段階で利息を付さないで返還するものとします。また，「事業実施計画」で当初より譲渡

対象建物を解体する予定である場合は，預託の必要はありません。ただし，当該建物を

解体しなかった場合は，追加での預託が必要となります。 

神戸市の書面による事前の承認を得たうえで，借地権を第三者に移転する場合も同様

に当該第三者は契約保証金の預託が必要となります。 

  ⑤ 譲渡対象建物の解体費相当額に対する契約保証金に代わる担保 

     事業者は譲渡対象建物の解体費相当額に対する契約保証金（以下「履行保証金」とい

う。）の預託の全部又は一部に代えて，本市を被保険者とする履行保証保険契約を保険会

社との間に締結し，その保険証書（原本）を差し入れることができることとします。本

市を被保険者とする履行保証保険を付保する場合は，その保険期間の開始日の翌日から

１か月以内に，当該保険証券を本市に差し入れるものとします。なお，保険証書（原本）

の提出がない場合は，契約解除要件となりますので，ご注意ください。 

     履行保証保険の保険期間は，事業者と保険会社の協議により決定することができるも

のとします。当該保険期間が事業用定期借地権設定契約期間を満たさない場合は，保険



14 

の更改手続きにより，事業用定期借地権設定契約期間の期間満了日までの全期に及ぶよ

うにするものとします。なお，履行保証保険の手続きが，事業用定期借地権設定契約期

間の満了に至らず終了する場合若しくは保険金額が不足する場合は，必要な金額の履行

保証金を納付するものとします。 

     また，履行保証保険に代わる担保については，協議に応じる場合があります。 

   ⑥ 土地の利用 

土地の事業用定期借地権は，貸付料及びその他神戸市に支払うべき金銭が完納された

と同時に有効になります。 

⑦ 着工時期 

工事着手は，原則として土地貸付後となります。土地引渡日の翌日から起算して，６

か月以内に現地着手を行ってください。 

ただし，前記９ ⑴の覚書締結後は，事業者が施設の建設計画のために現地調査を希

望する場合，神戸市との協議の上，土地貸付前であっても土地使用を認める場合があり

ます。 

   ⑧ その他 

ア 残置物の処理，貸付後の整地，給排水，電気・ガス等，その他本件土地・建物の使

用に必要な手続き及び届出並びにこれらに要する諸経費は，すべて実施事業者の負担

となります。 

イ 当該土地は埋蔵文化財包蔵地（雪御所遺跡）の区域内にありますので，建物建築・

解体等の６０日前までに文化財保護法に基づく届出が必要です。詳しくは，教育委員

会事務局文化財課埋蔵文化財係（℡．078-322-5799）までお問い合わせください。 

 

  ⑵ 契約の履行 

    契約条項の違反若しくは不履行があったときは，原則として，次の措置を講じます。 

① 違約金の徴収（貸付料の２年分） 

② 損害賠償の請求 

③ 契約の解除 

    ※上記①の違約金は，違反若しくは不履行がある都度お支払いいただきます。 

 

  ⑶ 瑕疵担保 

本公募で貸付けされた土地に隠れた瑕疵があることが発見されても，神戸市に対し貸付

料の減額若しくは損害賠償の請求又は契約の解除を申し出ることはできません。ただし，

当該瑕疵が神戸市の行為によって生じたものであることが明らかな場合に限り，土地貸付

日から２年以内に神戸市に対して協議を申し出ることができるものとします。 

 

  ⑷ 新たな契約のための協議 

    貸付期間が満了する日の１年前までに，事業者が賃借を希望し，本市に申出があった場

合，再契約について協議することが出来，本市が必要と認める場合は，借地借家法第 23

条第２項で定める事業用借地権設定契約の締結（再契約）をすることがあります。 

ただし，貸付期間の上限は，現施設の解体・撤去及び建設期間を含め，合計 30年未満と

します。また，再契約後の貸付料については，新たに設定するものとします。 
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11 建物（校舎）の譲渡 

⑴ 譲渡価格（参考） 

 金３３，０００，０００円（うち消費税及び地方消費税額３，０００，０００円） 

 なお，確定価格については，本市の所定の手続きを経て決定した後，応募予定者登録済

の方にお知らせするものとします。 

 

⑵ 建物譲渡契約 

   ア 契約締結時期 

     基本契約の締結後，速やかに。 

事業者は神戸市と「特別・普通教室棟及び給食室」「管理・特別教室棟，屋内運動場」

についての建物譲渡契約を締結していただきます。なお，契約は神戸市の指定する様式

（別紙３「建物譲渡契約書（案）」参照）により行います。 

  イ 建物譲渡代金の支払い 

① 契約締結日に譲渡代金の 10％以上を契約保証金として支払っていただきます。 

② 譲渡代金（契約保証金との差額）は，契約締結後の神戸市が指定する日までに全額

を一括納入していただきます。契約保証金は，譲渡代金（契約保証金との差額）の納

入と同時に，譲渡代金に充当します。なお，連名での契約の場合でも，納入通知書は

１枚しか発行いたしません。契約の締結及び所有権移転登記は応募申込書に記載され

た名義でのみ行うことができます（構成企業を含む）。 

③ 納入期限を過ぎて納入する場合は，年 14.6％の割合で計算した遅延損害金を別途納

入していただきます。 

④ 事業者が譲渡代金を支払期日までに納入しないなどの理由により，建物譲渡契約を

解除した場合には，契約保証金は神戸市に帰属します。 

ウ 建物所有権の移転 

① 譲渡対象建物の所有権は，建物譲渡代金及びその他神戸市に支払うべき金銭が完納

されたと同時に移転します。 

    ② 所有権移転登記の手続きは，事業者と神戸市との協議を経て，建物引渡しの後，原

則，神戸市が嘱託により行います。ただし，譲渡対象建物は，譲渡対象外建物と一体

となっているため，譲渡対象外建物が除却され表題登記が可能な状態となった後に神

戸市が表題登記，所有権保存登記を行ったうえで所有権移転登記を行います。登記完

了までに１～２か月の時間を要する場合があります。なお，登録免許税等諸費用は事

業者の負担となります。 

     ※登記に際しては，代表者事項証明書等必要書類の提出をお願いします。 

エ 着工時期 

工事着手は，原則として建物引渡し後となります。 

ただし，前記９⑴の覚書締結後は，事業者が施設の建設計画のために現地調査を希望

する場合，神戸市との協議の上，建物引渡し前であっても建物使用を認める場合があり

ます。 

   オ その他 

    ① 譲渡建物対象外の「普通・特別教室棟，倉庫，学校体育施設開放建物」及びこれら

の付属物として現状での引渡しとしますが，事業実施時には事業者の費用と責任の上

で解体・撤去されることを前提とし，これらの利用等は原則，認めません。 
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    ② 残置物の処理，解体後の整地，給排水，電気・ガス等，その他必要な手続き及び届

出並びにこれらに要する諸経費は，すべて事業者の負担となります。 

 

  ⑶ 契約の履行 

    契約条項の違反若しくは不履行があったときは，原則として，次の措置を講じます。 

    ① 違約金の徴収 

    ② 損害賠償の請求 

    ③ 契約の解除 

    ④ 買戻し権の行使 

    ※ 上記①の違約金は，違反若しくは不履行がある都度お支払いいただきます。 

 

⑷ 瑕疵担保 

    本公募で譲渡された建物に隠れた瑕疵があることが発見されても，神戸市に対し譲渡代

金の減額若しくは損害賠償の請求又は契約の解除を申し出ることはできません。ただし，

当該瑕疵が神戸市の行為によって生じたものであることが明らかな場合に限り，建物引渡

日から２年以内に神戸市に対して協議を申し出ることができるものとします。 

 

12 土地事業用定期借地権設定契約・建物譲渡契約と留意事項 

① 事業用地・建物は，前記９⑵で神戸市の承認を受けた「事業実施計画」にのみ利用でき

るものとします。 

② 事業用地・建物を「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律

第 122 号）」第２条第１項に定める風俗営業，同条第５項に定める性風俗関連特殊営業，同

条第 11 項に定める特定遊興飲食店営業の用に供することはできません。 

③ 事業用地・建物を「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

77 号）」第２条第２項に定める暴力団その他の反社会的団体及びそれらの構成員がその活

動のために利用するなど公序良俗に反する用に供することはできません。 

④ 事業用地・建物を前記②③と同等類似と認められる用途に供することはできません。 

⑤ 事業用地・建物に係る権利を第三者に移転する場合及び権利を設定する場合には，事前

に書面により本市の承認を得る必要があります。また，所有権を移転させる際には，重要

事項説明で前記①②③④について説明するとともに売買契約書等，書面により同様の特約

条項を設けることなどにより承継させる義務があり，当該第三者に対して前記①②③④の

定めを転得者にも遵守させてください。また，第三者が事業用地・建物に係る権利を移転

する場合にも同様に前記①②③④の内容を転得者に承継することを書面で義務付けてくだ

さい。併せて，事業用地・建物を第三者に使用させる場合には，当該第三者に対して前記

①②③④の定めに反する使用をさせてはならず，借受者は前記①②③④の遵守を免れるも

のではありません。 

⑥ 既存の地下埋設物等の撤去費用は，いかなる事情が発生しても，本市に請求できないも

のとします。 

⑦ 貸付期間満了時（契約終了時）には，事業用地上に存する譲渡建物を含む全ての建物及

びその他土地に付属させた一切の工作物を解体・撤去して整地し，完全な更地として返還

することが必要です。ただし，神戸市が認めた場合はこの限りではありません。 
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13 その他留意事項 

⑴ 募集要項に修正・変更・追加等があった場合は，応募予定登録者全員にＥメールにて送

付します。 

⑵ 神戸市は，天災地変等により，事業用地・建物の全部又は一部を利用する必要が生じた

場合など，やむを得ない事情のある場合は，本公募を凍結又は中止する場合があります。 

⑶ 本公募及びこれに関する事項につき，故意又は過失のいかんを問わず，応募者が第三者

に損害を生じさせても，神戸市は一切これを補償しません。 

⑷ 募集要項，覚書及び各契約の各条項等の解釈について疑義が生じたとき又は，これらに

定めのない事項については，神戸市と事業者（又は優先交渉権者）が協議の上定めるもの

とします。 

⑸ 本公募に関する訴訟については，神戸地方裁判所を第一審の専属的管轄裁判所とします。 

⑹ 応募申込書及びプレゼンテーションにあたっての使用言語は全て日本語，使用単位は計

量法に規定する計量単位，使用通貨は日本円とします。また，日時については，特に断り

のない限り，日本標準時とします。 

① 「年」と記載のあるものは暦年を指し，「年度」とあるのは地方自治法第 208 条に規定

する会計年度とします。 

② １か月を単位として記載した期間については，暦に従って計算します。 

③ 文章中に法律に関する記載がある場合，日本の国内法を指します。 

④ 消費税は 10％で積算してください。 

⑺ 誤字，脱字，誤植，その他の原因により，募集要項の各項目間あるいは募集要項と回答

との間で矛盾を生じている場合，又は誤解を生じやすいと認められる場合は，速やかに神

戸市へ届けてください。 

⑻ 特に断りのない限り，法律行為は到達主義を採用します。また，届出のあった住所地へ

の到達をもって，到達があったものとし，企業連合体の場合は，代表構成員への到達をも

って，企業連合体全員への到達があったものとみなします。 

⑼ 応募申込者は，本要項に記載された事項について熟知しておいてください。なお，位置

図・画地図は参考資料としてご利用ください。また，土地の利用制限等諸規制については，

あらかじめ各自で関係機関にご確認ください。 

⑽ 位置図は，現況と相違している可能性があります。現況と異なる場合は現況が優先しま

す。また，位置図に記載されている数字は，建物の階数や土地のレベルを表すものですが，

現況と相違している可能性があります。 

⑾ 画地図は，あらかじめ現地の概要をつかんでいただくために作成した図面で，現況をす

べて正確に表したものではありません。施設の位置等現地の状況は，必ず申込者自身でご

確認ください。現況と異なる場合は現況が優先し，契約後も現況のままの引渡しとなりま

す。 

⑿ 土地・建物は，現状有姿のままお渡しします。 

⒀ 事業者を義務者として課される公租公課は，事業者の負担となります。(内容については，

関係機関にご確認ください。） 

⒁ その他契約に要する費用は，事業者の負担となります。 

⒂ 事業者は，その責任において，地域の住民等へ計画案について十分に説明する機会を設

けてください。 

⒃ 施設整備等の事業実施計画に関して必要な財源を確保してください。また，事業の安定
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した運営が見込まれることが必要です。事業の収支見込，建設時借入金の償還財源などを

適切に見込んでください。 

※ 事業実施計画については，原材料価格の高騰及び人件費の上昇，増税などを十分考慮し

た上で作成してください。 
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Ⅲ 審査項目について 

１．選考委員会について 

 神戸市は，「湊山小学校利活用事業者公募に係る優先交渉権者選考委員会」設置要綱に基づ

き，外部有識者等から構成する選考委員会を設置します。なお，選考委員会の委員は，「全市

的な施策」「市有財産の利活用」「まちづくり」「会計」「地域経済」の各分野から選出する

ものとし，委員名については，優先交渉権者決定までは非公開とします（決定後，公表）。 

 

２ 審査項目等 

  本事業に伴う基本方針（Ｐ．３ Ⅱ募集要項 ２ 基本方針 参照）に基づき，下記の項目

に従い評価を行います。 

大項目 主な審査内容  

1.事業実施体制等 

（30 点） 

・執行体制 

・実施計画の熟度（収支・工程計画） 

 

・事業実績等  

  

2.施設計画 

（130 点） 

・若年世帯の流入傾向を更に促進させる施設 

（機能の一部として保育所等誘致の場合は加点） 

・地元要望対応 

ア 平時の際，周辺住民が集える機能 

イ 災害時の避難所としての機能 

・周辺既存施設への影響，及びその対応等 

  

 

 

 

 

 

 

3.事業計画(1) 

（20 点） 

・神戸市事業との連携等  

 

 

4.事業計画(2) 

（20 点） 

・地場企業。地域での雇用等  

 

※ 上記の項目以外にも，特に考慮すべきと判断された事柄について評価を行うことがあります。 

※ 特定の項目について，極めて不備な点がある場合には評価の対象としない場合があります。 
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Ⅳ 提出図書一覧 

様式 様式名 記載内容・備考 

様式 1 表紙 応募事業者名，着色不可 

様式 2-1 

応募申込書 

代表企業用 
企業連合体の場合は，代表企業及び構成企業の申

込印（代表者印）が必要 

様式 2-2 
構成企業 

協力企業用 

連合企業体の場合に記載 

代表企業と責任を分任して，共同で事業を行う企

業を記入 

様式 3-1 承諾書兼誓約書 市税調査に関する承諾書兼誓約書 

様式 3-2 誓約書 申込資格誓約書 

様式 4-1 

企業（連合）調書 単独企業の場合も代表企業欄を記入すること 

業務分担調書 

代表企業，構成企業及び協力企業等の企業名 

執行及び運営体制，業務内容等を記入 

未定の場合は「未定」と記入 

様式 4-2 事業実績 代表企業，構成企業及び協力企業の事業実績 

    

様式 様式名 図書 記載内容 

様式 5 Ａ 表紙   

様式 6 Ｂ 目次   

様式 7 

Ｃ 全体計画 

工程計画  

様式 8-1 収支計画（１）  

様式 8-2 収支計画（２）  

様式 9-1 

Ｄ 施設計画 

施設計画 (１) 施設計画(１)計画のコンセプト等 

様式 9-2 施設計画 (２) 施設計画(２)建築概要 

様式 9-3 施設計画 (３） 施設計画(３)全体の配置計画等 

様式 9-4 施設計画 (４) 施設計画(４)施設の平面計画等 

様式 9-5 施設計画 (５) 施設計画(５)動線計画 

様式 9-6 施設計画 (６) 施設計画(６)若年世帯の流入を促進させる施設について 

様式 9-7 施設計画 (７) 施設計画(７)地元要望対応について 

様式 9-8 施設計画 (８） 
施設計画(８)周辺既存施設への影響，及びその対

応について 

様式 10 E  景観計画  

様式 11-1 
F 事業計画 

事業計画（１） 事業計画（１）神戸市事業との連携等について 

様式 11-2 事業計画（２） 事業計画（２）地域での雇用について 

様式 12 G その他 その他 アピールポイント等 

・一度ご提出頂いた書類は，理由に関わらず一切返却できません。 

・提出書類に記入漏れや実印の相違等があった場合や添付書類の提出漏れがあった場合などは，

公募に参加出来ない場合がありますので，書類の提出に際しては，十分に内容をご確認のうえ

ご提出ください。 

・参加申込み後に，所在地，名称，氏名等の変更があった場合はご連絡ください。 
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添付資料一覧 

 

別 図 １   位置図 

別 図 ２   画地図 

別 図 ３   校舎配置図 

 

 

 

指定様式１   応募予定者登録申込書 

指定様式２   現地説明会出席申込書 

指定様式３   応募辞退届 

指定様式４   募集要項に関する質問書 

 

 

 

別 紙 １   覚書（案） 

別 紙 ２   基本契約書（案） 

別 紙 ３   建物譲渡契約書（案） 

別 紙 ４   事業用定期借地権設定契約書（案） 
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別 図 １ 
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別 図 ２ 
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別 図 ３ 
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湊山湊山湊山湊山小学校跡地利活用事業小学校跡地利活用事業小学校跡地利活用事業小学校跡地利活用事業    

応募予定者登録申込書応募予定者登録申込書応募予定者登録申込書応募予定者登録申込書    

  年  月  日 

神戸市長宛 

応募者 

    〒 

住所 

（所在地） 

 

氏名 

（法人名） 

（代表者）                          実印 

 

電話番号（   ）  － 

Ｅ-mail 

 

 当社は，「湊山小学校跡地利活用事業 事業者募集要項」に記載された内容を承知のうえ，申込

みます。 

 

連絡先（上記と異なる場合のみ記入してください。） 

所在地 
〒 

担当部課名 

 

担当者 

職・氏名 

 

電話番号 

（   ）  － 

Ｅ-mail 

 

 

  

指定様式１ 
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湊山小学校跡地利活用事業湊山小学校跡地利活用事業湊山小学校跡地利活用事業湊山小学校跡地利活用事業    

現地現地現地現地説明会出席申込書説明会出席申込書説明会出席申込書説明会出席申込書    

  年  月  日 

神戸市長宛 

出席申込者 

    〒 

住所 

（所在地） 

 

氏名 

（法人名） 

（代表者）                          実印 

 

電話番号（   ）  － 

Ｅ-mail 

 

 当社は，湊山小学校跡地利活用事業 事業者募集に関する現地説明会に出席します。 

 

連絡先（上記と異なる場合のみ記入してください。）及び参加者氏名 

所在地 
〒 

担当部課名 

 

参加者氏名 

計  人 

担当者 

職・氏名 

 

電話番号 

（   ）  － 

Ｅ-mail 

 

参加希望日 
８月 28 日  ・  ８月 29 日 

（いずれかに○を付けてください。） 

  

 

指定様式２ 
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湊山湊山湊山湊山小学校跡地利活用事業小学校跡地利活用事業小学校跡地利活用事業小学校跡地利活用事業    

応募辞退届応募辞退届応募辞退届応募辞退届    

  年  月  日 

神戸市長宛 

届出者 

    〒 

住所 

（所在地） 

 

氏名 

（法人名） 

（代表者）                          実印 

 

電話番号（   ）  － 

Ｅ-mail 

  

当社は，「湊山小学校跡地利活用事業 事業者募集」に応募予定者として登録をいたしましたが，

下記の理由により応募を辞退します。 

辞退理由 
 

 

 

連絡先（上記と異なる場合のみ記入してください。） 

所在地 
〒 

担当部課名 

 

担当者 

職・氏名 

 

電話番号 

（   ）  － 

Ｅ-mail 

 

 

 

 

 

指定様式３ 
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募集要項募集要項募集要項募集要項に関する質問書に関する質問書に関する質問書に関する質問書    

  年  月  日 

神戸市長 久元 喜造 宛 

「湊山小学校跡地利活用事業 事業者募集要項」について質問がありますので，以下のとおり

提出します。 

 

所在地                      

                  

法人名                      

 

担当部課                     

   

担当者名                     

  

電話                       

   

Ｅ-mail                      

№ 項 項目番号 項目 質問内容 

１ 

  

 

 

  

２ 

  

 

 

  

３ 

  

 

 

  

４ 

  

 

 

  

 

※ データ記録媒体（Word 及び PDF 形式）」を持参またはＥメールにて送付してください。 

Ｅメールアドレス：katsuyou_kikaku@office.city.kobe.lg.jp 

 

※ 記入欄が不足する場合は本様式に準じて追加作成してください。 

 

 

 

 

指定様式４ 
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 湊山小学校跡地利活用事業 覚書（案）  

 

神戸市（以下「甲」という。）と○○○○○（以下「乙」という。）とは，湊山小学校跡地利活

用事業（以下「本事業」という。）の着手にあたり，次のとおり覚書を締結する。 

なお，本事業の実施に向け，甲が行った公募（以下「事業者公募」という。）の際の「湊山小学

校跡地利活用事業 事業者募集要項」（令和元年８月。以下「募集要項」という。）において定義

された用語は，本覚書においても同様の意義を有する。 

 

（趣旨） 

第１条 本覚書は，甲及び事業者公募において優先交渉権者に決定された乙が，本事業の実施に

向けて必要となる事項を定めるものである。 

 

（公募による規定の遵守） 

第２条 乙は，募集要項に定められた規定を遵守すること。 

 

（事業実施計画の協議） 

第３条 乙は，提案した「事業実施計画」の内容について，甲と協議しなければならない。この

協議の中で，「事業実施計画」の見直しが必要になった場合には，乙は必要な修正・変更を行い，

甲の承認を受けたうえで，「事業実施計画」を確定させなければならない。 

２ 甲及び乙は，前項の協議の結果，「事業実施計画」の確定が困難と判断した場合，基本契約の

締結に向けた協議の終了を申し出ることができる。 

３ 前項の申し出があった場合，甲及び乙は互いに申し出の事実を確認し，改めて書面による合

意をもって，本覚書は失効するものとする。 

 

（基本契約）  

第４条 前条第１項の協議の結果，「事業実施計画」が確定した場合には，その後，速やかにその

内容を踏まえた基本契約を甲乙間で締結する。 

２ 甲及び乙は，基本契約の締結に至らなかった場合，甲及び乙がそれぞれ本事業の準備に要し

た費用は各自の負担とし，相互に債権債務が生じないことを本覚書により確認する。ただし，

甲及び乙が本覚書に違反した場合はこの限りではない。 

 

（権利義務の譲渡等）  

第５条 乙は，本覚書上の地位又は本覚書により生ずる権利若しくは義務を第三者に譲渡し，担

保その他の権利の用に供し，又は承継させてはならない。  

 

（秘密の保持）  

第６条 甲及び乙は，本事業又は本覚書に関し相手方から秘密として提供を受けた情報について，

相手方の書面による事前の承諾を得ることなく第三者に開示しないことを，本覚書により相互

に確認する。ただし，次のいずれかに該当する情報については，この限りではない。 

⑴ 本事業に関連する業務の委託先等に守秘義務を課して開示するもの。 

 ⑵ 甲が神戸市情報公開条例（平成 13年 7月 16 日条例第 29号）等関連する法令等に基づき開

示するもの。 

別紙１ 
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⑶ その他，法令等により開示が必要とされるもの。 

２ 前項ただし書の規定により情報を開示する場合は可能な範囲内で相手方にその旨を事前に連

絡するよう努めるものとし，かつ，情報を開示した後においては速やかに相手方にその旨を通

知しなければならない。  

 

（本覚書の変更）  

第７条 本覚書の規定は，甲及び乙間の書面による合意がなければ変更できない。  

 

（本覚書の有効期間）  

第８条 本覚書の有効期間は，別途定める場合を除き，本覚書締結の日から第４条に基づき締結

する基本契約締結日までとする。ただし，基本契約が締結に至らなかった場合には，第３条第

３項に基づき，本覚書は失効するものとする。なお，本覚書の失効後も，第６条の規定の効力

は存続する。  

 

（構成企業に対する乙の義務） 

第９条 乙が企業連合体の場合は，甲の承認なく，「事業実施計画」で登録した構成企業を変更し

てはならない。 

２ 構成企業が本覚書に関して行うすべてのことについて，企業連合体の代表企業が責任を負う

こととする。 

 

（定めのない事項等）  

第10条 本覚書に定めのない事項やその他必要な事項については，甲の指示に従うこと。  

 

本覚書の成立を証するため，本書２通を作成し，それぞれ記名押印の上，各自１通を保有する。  

 

 

令和○年○月○日 

 

 

神戸市中央区加納町６丁目５番１号 

甲  神 戸 市 

代表者 神戸市長 久元 喜造 ㊞ 

 

 

乙   

                          ㊞ 

  



31 

 

湊山小学校跡地利活用事業 基本契約書（案） 

 

神戸市（以下「甲」という。）と○○○○○（以下「乙」という。）は，湊山小学校跡地利活用

事業（以下「本事業」という。）の実施について，次の条項により契約を締結する。 

（信義誠実の義務） 

第１条 本契約は，本事業の円滑な遂行を図ることを目的に，本事業に係る基本的事項を定める

ものとし，甲及び乙は，信義を重んじ，誠実にこの契約を履行しなければならない。 

（事業用地等） 

第２条 事業用地・建物等は次の各号のとおりとする。 

⑴ 事業用地 神戸市兵庫区雪御所町４番，５番１，28 番３  ５，３８０．７７㎡（実測） 

⑵ 建  物 ①特別・普通教室棟及び給食室  鉄筋コンクリート造３階建   ９８８㎡ 

       ②管理・特別教室棟，屋内運動場 鉄筋コンクリート造２階建 １，６３８㎡ 

⑶ そ の 他 当該地にて残置する物件（雪御所旧跡の蹟碑等） 

（別紙に示す範囲） 

（事業実施計画） 

第３条 乙は，本事業を，甲の承認を受けて定めた事業実施計画（以下「事業実施計画」という。）

に基づいて実施しなければならない。なお，事業の実施においては，甲及び乙は，互いに必要

に応じて協力するものとする。 

２ 乙は，法令及び条例の改正又は甲がやむを得ないと認めた場合にのみ，「事業実施計画」の内

容を変更することができる。ただし，この場合，乙はあらかじめ甲と協議し，甲の承認を得な

ければならない。なお，「事業実施計画」に基づく事業の実施が，乙が行う開発許可手続等によ

り困難となった場合は，第４条に定める事業用定期借地権設定契約・建物譲渡契約締結前に限

り，乙はこの契約を解除できる。 

３ 前項により，この契約を解除した場合は，次の各号によるものとする。 

 ⑴ 乙が負担した契約費用及び本事業用地・建物に支出した必要費，有益費その他一切の費用

は，償還しないものとする。 

 ⑵ 乙の解除により，甲に損害が生じた場合には，乙は損害額相当分を負担しなければならな

い。 

（契約関係） 

第４条 第２条に定める本事業用地・建物については，甲を貸主（売主），乙を借主（買主）とす

る事業用定期借地権設定契約・建物譲渡契約を締結するものとする。 

（乙が行う工事等） 

第５条 乙は，本事業用地・建物の所有権移転後に「事業実施計画」に基づく，建築物の設計及

び工事・調査等を実施するものとする。 

２ 乙は，「事業実施計画」に基づく前項の工事等について，乙の責任において必要な関係機関と

の協議を行い，その指示に従って実施するものとする。 

３ 詳細な施工区分は，詳細設計を進める中で甲と協議し決定するものとする。 

４ 第２条に定める本事業用地に存する，建物，構造物のうち，同条に記載の建物及びこの付属

別紙２ 本基本契約書（案）は，契約の概要を説明したもので

あり，個別協議により内容を変更する場合があります。 
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構造物以外の一切を，乙の費用と負担のもとにおいて，解体，撤去することとする。 

５ 乙は，「事業実施計画」に基づく工事等（甲が行う工事は除く。）に係る周辺住民への計画・

工事説明及び周辺の環境対策等について，乙の責任において適切に実施するものとする。 

（権利譲渡の禁止等） 

第６条 乙は，甲の書面による承認がなければ，この契約に定める権利義務を第三者に譲渡する

ことはできない。 

（公序良俗に反する使用の禁止） 

第７条 乙は，本事業用地・建物を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第７７号）第２条第２号に定める暴力団その他の反社会的団体及びそれらの構成員がその

活動のために利用する等公序良俗に反する用に使用してはならない。 

２ 乙は，本事業用地・建物を第三者に使用させる場合には，当該第三者に対して前項の定めに

反する使用をさせてはならない。この場合において，乙は，前項の使用の禁止をまぬがれるも

のではない。 

３ 乙は，前項の第三者が新たな第三者に本事業用地・建物を使用させる場合も同様に，前２項

の内容を遵守させなければならない。 

（風俗営業等の禁止） 

第８条 乙は，本事業用地・建物を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２

３年法律第１２２号）第２条第１項に定める風俗営業，同条第５項に定める性風俗関連特殊営

業の用に使用してはならない。 

２ 乙は，本事業用地・建物を第三者に使用させる場合には，当該第三者に対して前項の定めに

反する使用をさせてはならない。この場合において，乙は，前項の使用の禁止をまぬがれるも

のではない。 

（実地調査等） 

第９条 甲は，前２条に定める内容に関し，必要があると認めるときは，乙に対し，質問し，立

入検査を行い，帳簿，書類その他の物件を調査し，又は参考となるべき報告若しくは資料の提

出を求めることができる。 

２ 乙は，甲から要求があるときは，前２条に定める内容に関し，その事実を証する書類その他

の資料を添えて本事業用地・建物の利用状況等を直ちに甲に報告しなければならない。 

３ 乙は，正当な理由なく前２項に定める調査を拒み，妨げ若しくは忌避し又は報告若しくは資

料の提出を怠ってはならない。 

（契約の解除） 

第10条 甲及び乙は，相手方がこの契約に定める義務を履行しないときは，相当の期間を定めて

催告のうえ，この契約を解除することができる。 

２ 次の各号の一に該当するときは，甲は，催告を要しないで直ちにこの契約を解除することが

できる。 

⑴ 乙が第７条の定めに違反したとき。 

⑵ 乙に偽りその他不正な行為があったとき。 

３ 前２項の規定により，甲がこの契約を解除した場合は，次の各号によるものとする。 

⑴ 乙が負担した契約費用及び本事業に支出した必要費，有益費その他一切の費用は，請求で
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きないものとする。 

⑵ 甲に損害があれば，甲は，乙にその賠償を請求することができる。 

⑶ 乙に損害があっても，乙は，甲にその賠償を請求することができない。 

（原状回復の義務） 

第11条 甲が前条に規定する解除権を行使したときは，乙は，自己の費用と責任において，本事

業用地・建物を原状（更地）に回復し，甲の指定する期日までに返還しなければならない。た

だし，甲が更地或いは原状に復することを必要としないと認めるときは，この限りではない。 

（契約費用） 

第12条 この契約の締結に要する費用は，乙の負担とする。 

（暴力団等に対する除外措置） 

第13条 乙は，本契約締結にあたり，乙が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は役員若しくは実質的に経営に関与

する者が暴力団員である法人等，その他暴力団（同法第２条第２号に規定する暴力団をいう。）

及び暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者（神戸市契約事務等からの暴力団

等の排除に関する要綱（平成２２年５月２６日市長決定）第５条に該当する者）に該当しない

ことを確認する。 

２ 前項の規定にかかわらず，乙が暴力団員又は役員若しくは実質的に経営に関与する者が暴力

団員である法人等，その他暴力団及び暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者であ

ることが判明した場合には，甲は乙に対して契約の解除を行うことができる。 

３ 第２項の契約の解除にあたっては，第10条の規定をそれぞれ準用する。 

（管轄裁判所） 

第14条 この契約から生じる一切の訴えについては，本事業区域の所在地を管轄する地方裁判所

又は簡易裁判所をもって管轄裁判所とする。 

（その他） 

第15条 乙は，この契約に定めのない事項については，「湊山小学校跡地利活用事業 事業者募集

要項」に定めるもののほか，必要な事項については，甲の指示に従わなければならないものと

する。 
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この契約の締結を証するため，本書２通を作成し，甲乙それぞれ記名押印のうえ，各自その１

通を保有する。 

 

令和○年○月○日 

 

神戸市中央区加納町６丁目５番１号 

甲  神  戸  市 

代表者 神戸市長 久 元 喜 造   ㊞ 

 

 

 

 

乙   

                      ㊞ 

 

 

 

＜企業連合体の場合＞ 

 

《代表企業》 

乙                     ㊞ 

 

 

                 《構成企業》 

                                       ㊞ 

 

 

 

                             ㊞ 
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【神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱（平成 22 年５月 26 日市長決定）抜粋】 

（暴力団等に関係するかどうかの照会） 

第４条 市長は，必要があると認めるときは，平成 22年５月 26日付けで兵庫県警察本部長（以

下「本部長」という。）との間で取り交わした神戸市が行うすべての契約等からの暴力団等の排

除に関する合意書に基づいて又は当該合意書の趣旨に基づいて，次に掲げる者に関して次条各

号に定める事項に該当するかどうかにつき，本部長に対して照会を行うものとする。 

(1) 省略 

(2) 公有財産処分等契約に関連して次に掲げる者 

ア 次に掲げる書面を市長に提出した者 

(ｱ) 入札参加申込書 

(ｲ) (ｱ)に掲げるもののほか，公有財産処分等契約について本市の契約の相手方になるこ

とを希望する旨の書面 

イ 本市と契約を締結する予定となっている者又は候補となっている者 

ウ 本市が契約を締結した場合にあっては，当該契約の相手方 

エ アからウまでに掲げるもののほか，本市が締結しようとしている契約についての事務の

連絡を行う者その他の関係者 

(3) 省略 

(4) 省略 

(5) 省略 

(6) 前各号に掲げるもののほか，これらの者に準ずる者として市長が認める者 

２ 前項の照会を行う際に本部長に提供する個人情報の取扱いについては，神戸市個人情報保護

条例（平成９年 10月条例第 40号）の規定に従わなければならない。 

第５条 前条第１項に規定する次条各号に定める事項は，次に掲げる事項とする。 

(1) 前条第１項各号に掲げる者が法人等である場合にあっては，当該法人等について暴力団員

が，役員として又は実質的に，経営に関与していること。 

(2) 前条第１項各号に掲げる者が個人又は個人事業者である場合にあっては，当該個人又は個

人事業者が暴力団員であること。 

(3) 前条第１項各号に掲げる者が，暴力団員を，相当の責任の地位にある者として使用し，又

は代理人として選任していること。 

(4) 次に掲げる者のいずれかが，自己，自己が経営する法人等，自己が所属する法人等又は第

三者の利益を図るため，又は第三者に損害を与えるために，暴力団の威力を利用しているこ

と。 

ア 前条第１項各号に掲げる者 

イ 前条第１項各号に掲げる者が法人等である場合にあっては，当該法人等の役員 

ウ 前条第１項各号に掲げる者に使用される者であって，相当の責任の地位にある者 

(5) 前号アからウまでに掲げる者のいずれかが，暴力団又は暴力団員（以下「暴力団等」とい

う。）に金銭的な援助を行い，その他経済的な便宜を図っていること。 

(6) 第４号アからウまでに掲げる者のいずれかが，暴力団等に関係する事業者であることを知

りながら，当該事業者に下請負又は再委託を行い，その他当該事業者を利用していること。 

(7) 前各号に掲げるもののほか，第４号アからウまでに掲げる者のいずれかが，暴力団等と社

会的に非難されるべき関係を有していること。 
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建物譲渡契約書（案） 

 

売主神戸市（以下「甲」という。）と買主○○○○○（以下「乙」という。）とは，湊山小学校

利活用事業の対象地の建物譲渡について，次の条項により契約を締結する。 

 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲と乙は，信義を重んじ，誠実に本契約を履行しなければならない。 

 

（譲渡物件及び譲渡代金） 

第２条 甲は，その所有にかかる末記目録の建物（以下「本件建物」という。）を，現状有姿のま

ま乙に売り渡し，乙は，これを譲り受けるものとする。 

２ 本件建物の譲渡代金（以下「譲渡代金」という。）は，金○○○○○円（うち消費税及び地方

消費税相当額金    円）とする。 

 

（建物利用計画及び事業実施の義務） 

第３条 乙は，本件建物を甲に提出した令和元年○月○日付湊山小学校跡地利活用事業応募申込

書（以下「申込書」という。）に基づく用途に使用しなければならない。 

２ 乙は，湊山小学校跡地利活用事業 事業者募集要項に基づき，甲の承認を受けた事業実施計画

（以下「事業実施計画」という。）の内容を順守した建物利用を行わなければならない。 

３ 乙は，やむを得ない事由により，「事業実施計画」に基づく建物利用（以下「指定用途」とい

う。）を変更しようとするときは，あらかじめ甲と協議し，甲の書面による承認を得なければな

らない。 

 

（契約保証金） 

第４条 乙は，本契約締結と同時に，契約保証金として金○○○円を甲に納入しなければならな

い。 

２ 前項の契約保証金には，利息は付さない。 

 

（譲渡代金の納入） 

第５条 乙は，第２条第２項に定める譲渡代金と前条第１項に定める契約保証金との差額を，令

和○年○月○日（以下「納入期限」という。）までに，甲の発行する納入通知書により，甲の指

定する金融機関に納入するものとする。 

２ 甲は，乙が前項に定める義務を履行したときは，契約保証金を譲渡代金に充当するものとす

る。 

 

（遅延利息等） 

第６条 乙は，譲渡代金を納入期限までに納入できないときは，あらかじめ甲に届け出て，その

承認を得なければならない。 

２ 乙は，譲渡代金その他甲に納入しなければならない金銭を納入期限までに納入しない場合は，

納入期限の翌日から納入の日までの日数に応じ，当該未払金額に対する年14.6％の利率で計算

別紙３ 

本契約書（案）は，契約の概要を説明したものであり，

個別協議により内容を変更する場合があります。 
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した遅延利息を，甲の発行する納入通知書により，甲の指定する金融機関に納入しなければな

らない。 

 

（所有権の移転及び移転登記） 

第７条 本件建物の所有権は，乙が譲渡代金及び前条第２項に規定する遅延利息（以下「譲渡代

金等」という。）を完納したときに，甲から乙に移転するものとする。 

２ 甲は，乙が譲渡代金等を完納し，登記に必要な書類を甲に提出した後，表題登記，所有権保

存登記が行える状態になった後に，乙からの請求に基づき所轄法務局に対し本件建物の所有権

移転登記を嘱託するものとする。 

３ 甲が前項の規定により行う本件建物にかかる所有権移転登記手続に要する費用については，

乙が負担するものとする。 

 

（建物の引渡し） 

第８条 甲は，前条第１項の所有権移転の後，甲の作成する建物引渡書により本件建物を引き渡

すものとする。 

 

（危険負担等） 

第９条 乙は，第７条第 1 項の所有権移転の後，前条の建物の引渡しのときまでにおいて，天災

地変等，甲の責めにも帰することのできない事由により，本件建物の全部若しくは一部が滅失

又は毀損した場合でも，乙は甲に対して譲渡代金の減額又は免除を請求することができないも

のとする。 

 

（権利義務の譲渡等の制限） 

第10条 乙は，甲の書面による承認がなければ，本契約に基づく権利義務を第三者に譲渡し，若

しくは質権を設定し，又は担保に供してはならない。 

 

（瑕疵担保責任） 

第11条 乙は，本件建物に隠れた瑕疵があることを発見しても，甲に対して譲渡代金の減額若し

くは，損害賠償の請求又は契約の解除をすることができない。ただし，当該瑕疵が甲の行為に

よって生じたものである場合に限り，乙は，譲渡代金の減額若しくは損害賠償の請求又は契約

の解除について，引渡しの日から２年以内に甲に対して協議を申し出ることができるものとし，

甲は協議に応じるものとする。 

 

（公序良俗に反する使用の禁止） 

第12条 乙は，この建物を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）

第２条第２号に定める暴力団その他の反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために利

用する等公序良俗に反する用に使用してはならない。 

２ 乙は，この建物の所有権を第三者に移転する場合及び権利を設定する場合には，前項の使用

の禁止を書面によって承継させるものとし，当該第三者に対して前項の定めに反する使用をさ

せてはならない。また，当該義務を厳守することを内容とする覚書を甲との間で締結すること
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を義務付けなければならない。 

３ 乙は，前項の第三者がこの建物の所有権を移転する場合にも同様に前２項の内容を転得者に

承継することを書面で義務づけなければならない。 

４ 乙は，この建物を第三者に使用させる場合には，当該第三者に対して本条第１項の定めに反

する使用をさせてはならない。この場合において，乙は，第１項の使用の禁止をまぬがれるも

のではない。 

５ 乙は，前項の第三者が新たな第三者にこの建物を使用させる場合も同様に，本条第１項及び

第４項の内容を遵守させなければならない。 

 

（風俗営業等の禁止） 

第13条 乙は，この建物を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第

1 2 2号）第２条第１項に定める風俗営業，同条第５項に定める性風俗関連特殊営業，同条第１

１項に定める特定遊興飲食店営業の用に使用してはならない。 

２ 乙は，この建物の所有権を第三者に移転する場合及び権利を設定する場合には，前項の使用

の禁止を書面によって承継させるものとし，当該第三者に対して前項の定めに反する使用をさ

せてはならない。また，当該義務を厳守することを内容とする覚書を甲との間で締結すること

を義務付けなければならない。 

３ 乙は，この建物を第三者に使用させる場合には，当該第三者に対して本条第１項の定めに反

する使用をさせてはならない。この場合において，乙は，第１項の使用の禁止をまぬがれるも

のではない。 

 

（実地調査等） 

第14条 甲は，前２条に定める内容に関し，必要があると認めるときは，乙に対し，質問し，立

入検査を行い，帳簿，書類その他の物件を調査し，又は参考となるべき報告若しくは資料の提

出を求めることができる。 

２ 乙は，甲から要求があるときは，前２条に定める内容に関し，その事実を証する書類その他

の資料を添えて本件建物の利用状況等を直ちに甲に報告しなければならない。 

３ 乙は，正当な理由なく前２項に定める調査を拒み，妨げ若しくは忌避し又は報告若しくは資

料の提出を怠ってはならない。 

 

（違約金） 

第15条 乙は，次の各号に定める事由が生じたときは，それぞれ次の各号に定める金額（ただし，

１円未満の端数を生じるときは，これを切り捨てるものとする。）を違約金として甲に支払わな

ければならない。 

 ⑴ 第12条又は第13条に定める義務に違反したときは，第２条第２項に定める譲渡代金の1 0 0

分の30に相当する金額 

 ⑵ 第３条及び前条に定める義務に違反したときは，第２条第２項に定める譲渡代金の1 0 0分

の10に相当する金額 

２ 前項の違約金は，違約罰であり，第17条第３号及び第18条第５項第４号に定める損害賠償

の額の予定又はその一部とは解釈しない。 
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（買戻特約及び特約登記） 

第16条 甲は，乙又はこの建物の転得者が次の各号の一に該当する場合には，本件建物の買戻し

をすることができるものとする。この場合において乙又は第三者に損害が生じても甲はその責

めを負わない。 

⑴ 第３条の規定に違反したとき。 

⑵ 第10条の規定に違反したとき。 

⑶ 第12条の規定に違反したとき。 

⑷ 第13条の規定に違反したとき。 

⑸ 第14条の規定に違反したとき。 

  ⑹ この建物の引渡し後に解散したとき。 

  ⑺ 契約に関して甲に提出した書類に虚偽の記載があったとき。 

  ⑻ 仮差押，仮処分，強制執行，競売を受け，または破産，清算，会社更生，民事再生の申し

立てをなし，若しくは受けたとき。 

 ⑼ 前各号のほか，本契約に違反したとき。 

２ 前項に定める買戻しの期間は，本契約締結の日から10年間とする。 

３ 甲は，前２項の規定に基づく買戻しの特約登記をすることができるものとする。この場合に

おいて，甲が請求したときは，乙は特約登記に必要な書類を第７条第２項の書類とともに甲に

提出しなければならない。 

 

（買戻権の行使） 

第17条 甲が，前条の規定に基づく買戻権を行使するときは，次の各号によるものとする。 

⑴ 本件建物の譲渡に伴い乙が支払った譲渡代金（本件建物の一部について買戻権を行使する 

場合にあっては，買戻し対象地の面積が本件建物の総面積に占める割合を譲渡代金に乗じた

額）は，乙が第 19条に定める義務を履行した後，利息を付さないで返還するものとする。 

⑵ 乙が負担した契約費用及び本件建物に支出した必要費，有益費その他一切の費用並びに乙

が支払った第６条第２項の規定による遅延利息及び第15条第１項の規定による違約金は，償

還又は返還しないものとする。 

⑶ 甲に損害があれば，甲は，乙にその賠償を請求することができる。 

⑷ 乙に損害があっても，乙は，甲にその賠償を請求することができない。 

 

（甲の解除権） 

第18条 甲は，乙が本契約に定める義務を履行しないときは，本契約を解除することができる。

この場合において，乙又は第三者に損害を生じても，甲はその責めを負わない。 

２ 前項の規定に基づき，甲が本契約を解除した場合は，甲が止むを得ない理由があると認める

場合のほか乙は違約金として譲渡代金の 100 分の 10 に相当する額を甲に支払うものとする。こ

の場合において，当該違約金は違約罰であって損害賠償額の予定又はその一部とはしないもの

とする。 

３ 甲は，前項に規定する違約金を乙の既納譲渡代金等から差し引いて徴収のうえ，その残金を

第19条に規定する原状回復がされたのち，乙に返還するものとする。 

４ 前項の規定による返還金に対しては，利息を付さない。 
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５ 第１項の規定により，甲が本契約を解除した場合は，次の各号によるものとする。 

⑴ 乙が第５条第１項に定める義務を履行していないときは，契約保証金は甲に帰属し，返還

しない。 

⑵ 乙が第５条第１項に定める義務を既に履行しているときは，甲は，乙が次条に定める義務

を履行した後，既納の譲渡代金から契約保証金相当額を差し引いたうえで残額を利息を付さ

ないで乙に返還するものとする。ただし，この場合における契約保証金相当額は，第15条第

１項の規定による違約金の一部又は本項第４号に定める損害賠償の額の予定若しくはその一

部とは解釈しない。 

⑶ 乙が負担した契約費用及び本件建物に支出した必要費，有益費その他一切の費用並びに乙

が支払った第６条第２項の規定による遅延利息及び第15条第１項の規定による違約金は，償

還又は返還しないものとする。 

⑷ 甲に損害があれば，甲は，乙にその賠償を請求することができる。 

⑸ 乙に損害があっても，乙は，甲にその賠償を請求することができない。 

 

（原状回復の義務） 

第19条 甲が第16条に規定する買戻権又は前条に規定する解除権を行使したときは，乙は，自己

の費用と責任において，本件建物を原状に回復し，甲の指定する期日までに返還しなければな

らない。ただし，甲が原状に復することを必要としないと認めるときは，この限りではない。 

２ 乙は,前項の規定による債務を履行するにあたり,本件建物に自らが投下した有益費，必要費

等の償還を甲に請求することができない。 

３ 乙は,第１項の規定による債務を履行するにあたり,本件建物にかかる所有権，質権，使用貸

借による権利，又は賃借権その他の使用及び収益を目的とする権利並びに抵当権その他の担保

物権等については，乙が抹消し，又は解消するものとする。 

４ 乙が第１項の規定による債務を履行しない場合は，甲は乙に代わって本件建物を原状に回復

することができる。この場合において，乙は甲が負担した費用を甲に支払わなければならない。 

 

（損害賠償） 

第20条 乙は，本契約に定める義務を履行しなかったために甲に損害を与えた場合は，その損害

に相当する金額を甲に支払わなければならない。 

 

（相殺等） 

第21条 甲が第16条に規定する買戻権又は第18条に規定する解除権を行使した場合について，以

下のとおり定める。 

 ⑴ 乙が甲に対して有する譲渡代金返還請求権は譲渡できない。 

⑵ 甲が乙に対して有する違約金請求権は譲渡できない。 

⑶ 乙が甲に対して有する売買代金返還請求権と甲が乙に対して有する違約金請求権は，甲の

買戻権又は解除権の行使により当然に相殺されるものとする。 

⑷ 甲は，乙が第17条第３号又は第18条第５項第４号に規定する損害賠償金を甲に支払うべき

義務があるときは，返還する譲渡代金と相殺することができる。 
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（公租公課） 

第22条 本件建物に対して賦課される公租公課で，乙を義務者として課されるものについては，

本件建物の所有権移転後は乙の負担とする。 

 

（費用負担） 

第23条 本契約の締結に要する費用は乙の負担とする。 

 

（相隣関係等） 

第24条 乙は，建物引渡し以後においては，十分な注意をもって本件建物を管理し，近隣住民そ

の他第三者との紛争が生じないよう留意するものとする。 

 

（乙の協力義務） 

第25条 乙は，甲が契約の履行に関して，必要な調査，説明若しくは資料の提出を求めた場合は，

これに協力しなければならない。 

 

（暴力団等に対する除外措置） 

第26条 乙は，本契約締結にあたり乙が提出した申込書の記載に反し，乙が暴力団員による不当

な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員もしく

は役員または実質的に経営に関与する者が暴力団員である法人等，その他暴力団（同法第２条

第２号に規定する暴力団をいう。）及び暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

（神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱（平成22年５月26日市長決定）第５条

に該当する者）に該当しないことを確認する。 

２ 前項の規定にかかわらず，乙が暴力団員もしくは役員又は実質的に経営に関与する者が暴力

団員である法人等，その他暴力団及び暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者であ

ることが判明した場合には，甲は乙に対して違約金の請求，第17条の買戻権の行使及び第18条

の規定に基づく契約の解除を行うことができる。 

３ 前項の違約金は，第２条第２項に定める譲渡代金の1 0 0分の10に相当する金額とし，第15条

第２項の規定を準用する。 

４ 第１項の買戻権の行使にあたっては，第16条第１項及び第２項並びに第17条の規定を，契約

の解除にあたっては，第18条の規定をそれぞれ準用する。 

 

（管轄裁判所） 

第27条 本契約から生じる一切の法律上の争訟については，本件建物の所在地を管轄する裁判所

をもって第１審の専属的管轄裁判所とする。 

 

（疑義の解決） 

第28条 本契約について疑義が生じた場合，又は本契約に規定のない事項の処理については，甲

乙協議して定めるものとする。 
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本契約の締結を証するため，本契約書２通を作成し，甲乙それぞれ記名押印のうえ，各自その

１通を保有する。 

 

 令和○年○月○日 

 

神戸市中央区加納町６丁目５番１号 

甲   神 戸 市 

代表者 神戸市長 久元 喜造   ㊞ 

 

 

 

乙   

    ㊞ 

 

 

 

 

記 

 

 

目 録 

 

建物 

 

 

 

 

 

上記の範囲は，別紙添付図面のとおり。 

  

物件 所在及び地番 施設名 延床面積 

１ 
神戸市兵庫区雪御所町 

４番，５番１，28番３ 
特別・普通教室棟及び給食室 988 ㎡ 

２ 同 上 管理・特別教室棟，屋内運動場 1,638 ㎡ 
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事業用定期借地権設定契約書事業用定期借地権設定契約書事業用定期借地権設定契約書事業用定期借地権設定契約書（案）（案）（案）（案）    

 

賃貸人神戸市（以下「甲」という。）と賃借人     （以下「乙」という。）とは，湊山小

学校利活用事業（以下「本事業」という。）のために，甲所有の別紙目録１記載の土地（以下「本

件土地」という。）について，借地借家法（平成３年10月４日法律第90号。以下「法」という。）

第23条第２項に規定する事業用定期借地権の設定契約（以下「本契約」という。）を締結し，信義

に従って誠実にこれを履行する（以下，本契約によって設定される借地権を「本件借地権」とい

う。）。 

 

（趣 旨） 

第１条 甲は，その所有に係る本件土地を乙に賃貸し，乙はこれを甲から賃借する。 

２ 本契約の対象となる本件借地権は賃借権とし，本件借地権については，契約の更新（更新の

請求及び土地の使用の継続によるものを含む。）及び建物の築造による存続期間の延長がなく，

また，乙は，甲に対し，建物の買取りを請求することができない。 

３ 本契約については，法第３条から第８条まで，第13条及び第18条の規定の適用がなく，民法

（明治29年法律第89号）第6 1 9条の規定の適用はないものとする。 

 

（目 的） 

第２条 乙は，本件土地を，本事業の用に供する建物（令和 年 月 日付で乙が提出し,甲の承

認を得て定めた事業実施計画（以下「事業実施計画」という。）に定める。）を所有するために

使用するものとし，居住の用に供する建物を建築してはならない。なお，乙が本件土地上に所

有する建物（以下「本件建物」という。）の構造，規模，用途等は末尾目録２のとおりとする。 

２ 乙は，前項の使用目的を変更してはならない。ただし，乙が書面による変更の申し出を行い，

甲が一部の変更をやむを得ないと認めた場合はこの限りではない。 

３ 本件土地上に乙が整備する建物の構造，規模，用途等は，別紙目録２記載のとおりとする。 

４ 乙は，本件土地を風俗営業，性風俗関連特殊営業，特定遊興飲食店営業その他これらに類す

る業の用，暴力団の事務所その他これに類する施設の用，公の秩序又は善良の風俗に反する目

的の用その他近隣の住民の迷惑となる目的の用に使用してはならない。 

５ 乙は,毎年度４月末日までに前年度の事業実施計画に基づく本件土地の使用状況や活動報告

について書面により甲に報告しなければならない。 

 

（借地権の存続期間） 

第３条 本件借地権の存続期間は，令和 年 月 日から令和 年 月 日までの15年間とする。 

２ 本件借地権については，契約の更新を行わない。ただし，前項で定める存続期間の満了する

１年前までに乙から再契約の申出があった場合は，甲は協議に応じることがあり，本件借地権

の期間の満了後に甲乙の合意により再契約を締結する場合がある。ただし，合計で30年を超え

る存続期間の設定は認められない。 

 

（本件土地の引渡し） 

第４条 甲と乙は，甲から乙に対し本件敷地上の建物を有償譲渡するため，本契約締結時に建物

別紙４ 

本契約書（案）は，契約の概要を説明したものであり，

個別協議により内容を変更する場合があります。 
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譲渡契約を締結するものとする。 

２ 甲は，本件借地権開始日の後，乙が第９条第１項に定める保証金及びその他乙の負担すべき

金銭債務を完納したことを確認の上，甲乙現地立会いのうえ，現状有姿で本件土地を甲の作成

する土地引渡書により乙に引き渡すものとする。 

３ 前項に定める本件土地引渡し後における排水，上・下水道，電気及びガスの引込み等本件土

地の使用に必要な処置については，それぞれの管理者若しくは事業者と協議し，すべて乙の負

担と責任において行うものとする。 

 

（建物の解体撤去等） 

第５条 乙は，土地の引渡しの時点において本件土地の上に存する前条第１項の規定により有償

譲渡する建物（以下「譲渡建物」という。）以外のすべての建物等（雪御所旧跡の蹟碑等，本件

土地で残置が必要なものを除く。以下「解体建物等」という。）を，乙の負担と責任において解

体撤去しなければならない。 

２ 乙は，前項の工事を完了したときは，直ちに書面により甲に工事完了報告をしなければなら

ない。 

３ 前条第２項の引渡しの日から前２項の解体工事完了日まで，解体建物等の管理責任は乙にあ

るものとし，乙は十分な注意をもって解体建物等を管理しなければならない。なお，解体建物

等の管理に関する一切の経費は乙の負担とする。 

４ 乙は，管理上若しくは解体撤去に必要な範囲を超えて，解体建物等を使用してはならない。 

 

（賃  料） 

第６条 賃料は，年額金     円とする。 

２ 賃料の起算日は，本件土地引渡しの日とする。 

３ 甲は，本契約期間中であっても，公租公課，物価又は地価の上昇その他の経済情勢の変動等

により，本件土地の賃料が不相当と認められるに至ったときは，賃料を改定することができる

ものとする。 

 

（賃料の納付） 

第７条 乙は，前条に定める賃料を，毎年度，次の表に定めるとおり，甲の発行する納入通知書

により，甲の指定する金融機関に納付しなければならない。 

区 分 賃料の期間 支払期日 

前 期 ４月１日から９月30日まで６か月分の賃料 ４月30日 

後 期 10月１日から３月31日まで６か月分の賃料 10月31日 

２ 甲は，前項の支払期日の定めにかかわらず，必要に応じて，納入通知書により別に支払期日

を定めることができる。この場合，乙は，当該納入通知書に基づき賃料を支払う。 

３ 当該月に係る借地期間が１か月未満の場合の賃料は，日割り計算とする。この場合，１か月

を30日として計算する。 

４ 上記支払期日が土曜日にあたる場合はその翌々日を支払期日とし，また，支払期日が休日に

あたる場合は，その翌日を支払期日とする。 
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（遅延損害金） 

第８条 乙は，第６条の賃料を第７条に定める支払期日までに支払わなかったときは，支払期日

の翌日から支払日までの日数に応じて，当該未納賃料額に対する年14.6％の利率で計算した遅

延損害金を，甲の発行する納入通知書により甲の指定する金融機関に納付しなければならない。 

 

（保証金） 

第９条 乙は，本契約から生ずる甲に対する債務を担保するため，金     円（賃料の年額

に相当する額）及び譲渡建物の賃貸借終了時の原状回復のための解体費相当額（整地に係る費

用を含む。以下「履行保証金」という。）として担保するため，金     円を保証金として，

本契約と同時に，甲の発行する納入通知書により甲の指定する金融機関に預託しなければなら

ない。ただし，履行保証金は，譲渡建物を解体する場合または解体した段階で預託義務を免ず

る。 

２ 甲は，前項の保証金の額が本契約から生じる乙の債務に比して不相当となったときは，これ

を改定することができるものとし，乙は異議なくこれに応じなければならない。なお，前項の

履行保証金については，本契約期間内において，甲乙間で協議のうえ，双方の合意により増減

することができる。 

３ 第１項の規定にかかわらず，乙は履行保証金の預託に代えて，次条の規定に基づき，甲を被

保険者とする履行保証保険を手配し，その保険証券を甲に差し入れる場合，甲は乙に対し履行

保証金として預託する額の全部又は一部を免除することができる。 

４ 甲は，乙に本契約上の債務不履行があるとき又は第21条に基づき本契約を解除したときは，

通知催告を要せず，保証金の全部又は一部を乙の債務の弁済に充てることができる。 

５ 乙は，甲が前項に基づき保証金を乙の債務に充当したときは，これにより生じる保証金の不

足額を，甲の発行する納入通知書により甲の指定する金融機関に預託しなければならない。 

６ 甲は，本契約の終了に伴い乙が甲に対して負担する一切の債務を弁済し，更に本件土地を原

状に回復して更地で甲に返還し（譲渡建物の解体を含む。），かつ，本件土地上の建物に設定さ

れた各種の権利及びその登記の抹消が完了した日以降に，保証金を乙に返還する。ただし，乙

に残存債務がある場合は，甲は，これらの債務を差し引いた残額を乙に返還する。 

７ 乙は，保証金返還請求権をもって甲に対する賃料その他の債務との相殺を主張することがで

きない。 

８ 乙は，前項の保証金返還請求権を第三者に譲渡し，又は第三者に対する債務の担保に供して

はならない。 

９ 保証金は無利息とする。 

 

（履行保証金に代わる担保等） 

第10条 乙は，前条に定める履行保証金の預託に代えて，甲を被保険者とする履行保証保険を手

配し，その保険証券を甲に差し入れることができる。 

２ 前項に定める履行保証保険を付保する場合は，その保険期間の開始日の翌日から１か月以内

に，当該保険証券を甲に差し入れるものとする。事務上のやむを得ない事情等により，かかる

期限までに，甲に対して保険証券を提出することができない場合は，乙は，当該期限までに甲

に対して，当該事情等を説明の上，可及的速やかに保険証券を甲に提出しなければならない。 
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３ 前条第２項の規定に基づき履行保証金の額が増額される場合，乙は，甲から請求があったと

きは，かかる増加額につき履行保証保険を付保した上で，可及的速やかに当該履行保証保険に

係る保険証券を甲に差し入れるものとする。かかる手続きにあたり，乙が差し入れ，甲が保管

する保険証券を要するものとして，保険会社から要請があった場合は，甲は，当該付保手続き

のために，当該保険証券を乙に返還するものとする。 

４ 履行保証保険の保険期間は，乙と保険会社の協議により決定することができるものとし，当

該保険期間が本契約の満了日までの全期間に及ばないときは，乙は本契約が終了するに至るま

で，保険期間の間断なく，当該履行保証保険が更改又は継続される限り，履行保証保険をもっ

て，前条に規定する履行保証金の代替措置とすることができるものとする。乙が，本契約が終

了するに至るまでの間，保険期間の間断なく履行保証保険を更改し又は継続することができな

いときは，乙はその保険期間の満了日の翌日から１か月以内に，前条に規定する履行保証金を

甲に預託し又は甲が認める他の代替手段により履行保証金の担保措置を実施しなければならな

い。乙が，上記期限内に履行保証金を預託し又は甲の認める代替手段としての担保措置を実施

することができない場合は，甲は，第21条第１項第２号の規定に基づき本契約を解除すること

ができる。 

５ 履行保証保険の保険金額が前条第１項に規定する履行保証金の額（同条第２項に基づき変更

された場合には，当該変更後の金額とする。）に満たない場合，乙は，その不足額（以下「差額

保証金」という。）を甲に預託することにより，履行保証保険の保険金額と差額保証金の合算額

にて担保措置とすることができる。ただし，甲が差額保証金の預託を不要とする旨を書面で通

知した場合は，かかる差額保証金の預託を行うことを要しない。乙が差額保証金を預託した後，

本契約が終了した場合（ただし，本契約が乙の責めに帰すべき事由により終了したことによっ

て終了した場合に限る。）又は第21条第１項の規定により甲が本契約を解除した場合，甲は，第

16条に規定する違約金の一部の支払いに差額保証金を充当するとともに，履行保証保険に係る

契約に定める条件に従い，当該契約上認められる範囲内で保険金の支払いを保険会社に求める

ことができる。 

６ 甲が差額保証金の預託を乙に要請し，万一，乙がこれに応じない場合は，甲は，第21条第１

項第９号の規定に基づき本契約を解除し，違約金の支払いを乙に請求することができるが，こ

の場合，履行保証保険に係る契約の条件上，履行保証保険に係る保険金は支払われない。 

 

（事前承諾事項） 

第11条 乙は，次の各号の一つに該当する行為をしようとするときは，あらかじめ甲の書面によ

る承諾を得なければならない。 

 ⑴ 本件建物につき，竣工前に設計変更をしようとするとき，竣工以後に増改築又は再築をし

ようとするとき，第２条に定める使用目的の変更をしようとするとき，若しくは法令上の規

制等により変更が必要となったとき。 

 ⑵ 事業内容の一部を変更しようとするとき。 

 ⑶ 本件土地の区画形質を変更しようとするとき。 

 

（保全義務） 

第12条 乙は，常に善良なる管理者の注意をもって本件土地を管理しなければならない。 



47 

２ 乙は，その責めに帰すべき事由によって本件土地を滅失又は毀損したときは，乙の負担で原

状に回復し，又はその損害の賠償責任を負わなければならない。 

３ 本件土地の使用に伴う乙と第三者との紛争その他の諸問題は，すべて乙の負担と責任におい

て解決するものとする。 

 

（費用負担） 

第13条 甲は，本件土地の修繕義務を負わないものとし，本件土地の維持，保存及び改良等に要

する費用は，すべて乙の負担とする。 

２ 本件土地の使用に必要な排水，水道，下水道，電気，ガス等の引き込み等の措置については，

それぞれの管理者若しくは事業者と協議し，乙の負担と責任において行うものとする。 

 

（建物の新築及び増改築の制限） 

第14条 乙は，本件土地上の建物を解体撤去若しくは新築し，別紙目録２記載の建物を増改築し，

又は再築しようとするときは，あらかじめ甲に通知して，その承認を得なければならない。 

 

（本件借地権の譲渡等の禁止） 

第15条 乙は，本件借地権の全部又は一部を第三者に譲渡し，若しくは転貸し，又は本件土地上

に存する建物の全部又は一部を事業実施計画書に記載のない第三者に譲渡し，若しくは賃貸す

ることのほか，事実上これらと同様の結果を生ずる行為をしてはならない。ただし，甲の書面

による事前の承認を得た場合は，この限りではない。 

２ 乙は，本件土地上に建設した建物について，質権，抵当権その他の権利の設定等の処分をし

てはならない。ただし，甲の書面による事前の承認を得た場合は，この限りではない。 

３ 乙は，第１項の規定に基づき事前に甲の書面による承諾を得て本件土地の全部又は一部を第

三者に転貸する場合，当該第三者と締結する賃貸借契約は，法第23条第２項に基づく事業用定

期借地権を設定するものとしなければならず，かつ，その契約期間は，第３条に定める期間を

超えてはならない。乙は当該第三者との間で，本件借地権は本契約の終了時に消滅し，それと

同時に当該第三者との賃貸借契約も終了することを書面で約定するものとする。なお，本契約

の各規定の適用上，当該第三者の行為は，乙の行為とみなす。 

４ 乙は，第１項の規定に基づき事前に甲の書面による承諾を得て本件土地上に存する建物につ

いて第三者と建物賃貸借契約を締結する場合は，法第38条に定める定期建物賃貸借としなけれ

ばならず，かつ，当該契約の期間は第３条に定める期間を超えてはならない。また，当該契約

には，建物が本件借地権を設定した土地の上に建設されているものであり，本件借地権は本契

約の終了時に消滅し，同時に当該契約も更新なく終了することを書面に明記しなければならず，

乙は，法第38条第４項に従って建物賃借人に対する通知を行わなければならない。なお，本契

約の各規定の適用上，当該第三者の行為は，乙の行為とみなす。 

 

（違約金） 

第16条 乙は，第２条，第５条，第９条，第11条若しくは前条の規定に違反したとき又は第27条

の規定に該当するときは，甲の請求により，違約金として違反時の年額賃料の２倍に相当する

金員を，甲の指定する期日までに甲の発行する納入通知書により，甲の指定する金融機関に納
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付しなければならない。 

２ 前項の違約金は違約罰であって，第25条に規定する損害賠償額の予定又はその一部とはしな

いものとする。 

３ 第１項の規定は，第21条第１項に規定する甲の契約解除権の行使を妨げないものとする。 

 

（瑕疵担保責任） 

第17条 乙は，第４条に規定する本件土地引渡し後，本件土地に隠れた瑕疵があることを発見し

ても，甲に対し，既往の賃料の減免又は損害賠償の請求をすることができないものとする。な

お，地盤改良，地中障害物の撤去等に要する費用は，乙の費用と負担で行うものとする。 

 

（実地調査等） 

第18条 甲は，必要あると認めたときは，乙の使用状況，営業実績等について質問し，実地に調

査し又は参考となるべき資料その他の報告を求めることができるものとする。この場合におい

て乙は，調査，報告等を拒み又は妨げてはならない。 

 

（通知義務） 

第19条 乙は，本件土地の現状に変更があるとき又は変更のおそれがあるときは，直ちに甲に対

してその状況及び原因等必要な事項を通知しなければならない。 

 

（住所等の変更の届出義務） 

第20条 乙は，次の各号に該当する事実が生じたときは，速やかに甲に対して書面により届け出

なければならない。 

⑴ 本店若しくは主たる事務所の所在地又は住所の変更 

⑵ 名称又は代表者の変更 

⑶ 定款の変更 

⑷ 本事業の実施及び継続に，悪影響を及ぼす事由又はそのおそれのある事由が生じたとき。 

 

（契約の解除） 

第21条 甲は，乙が次の各号の一に該当するときは，通知催告を要せず，直ちに本契約を解除す

ることができる。また，甲は，乙に対し，これによって被った損害の賠償を請求することがで

きる。なお，甲は，本契約の解除により乙に生じる損害等につき一切の責任を負わないものと

する。 

⑴ 第７条の規定に違反して賃料の支払いを３か月以上遅延したとき。 

⑵ 第９条に規定する保証金が，甲の発行する納入通知書に定める支払期日までに納付されな

いとき。 

⑶ 第２条，第５条，第９条及び第11条若しくは第15条の各規定に違反したとき。 

⑷ 主務官公署からその営業又は免許について取消し若しくは停止の処分を受けたとき。 

⑸ 仮差押，仮処分，強制執行を受け，又は破産，民事再生手続開始，会社更生手続開始の申

立てがあったとき。 

⑹ 合併によらないで解散等したとき。 
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⑺ 乙又は乙の使用人に甲の信用を失墜し，又は秩序を害すると認められる行為，その他著し

く不当な行為があったとき。 

⑻ 第27条の規定に該当するとき。 

⑼ その他本契約の条項に違反したとき。 

２ 甲は，契約期間中であっても，本件土地を公用，公共用に供するため必要とするときは，予

告のうえ本契約を解除することができるものとする。 

 

（契約の失効） 

第22条 天災地変その他の不可抗力により本件土地の全部又は一部が滅失又は毀損し，本件土地

の使用が不可能になったときは，本契約はその効力を失うものとする。この場合，甲と乙は相

互に損害の賠償責任を負わないものとする。 

 

（有益費等の費用償還請求権の放棄） 

第23条 乙は，本借地権の存続期間が満了し又は第 21条第１項の規定による本契約の解除等によ

り本件土地を返還するに際しては，甲に対し，本件土地に投じた有益費及び必要費等があって

も，これを甲に一切請求できないものとする。 

 

（本件土地の返還及び原状回復義務） 

第24条 本契約が借地権の存続期間の満了又はその他の事由により終了する日までに（第21条第

１項の規定に基づき本契約が解除された場合にあっては，甲の指定する期日までに），賃料その

他の債務を清算し，乙の費用をもって本件土地（地盤地下部分を含む。）に存する本件建物その

他本件土地に附属させた一切の建物その他の工作物を撤去して整地し（譲渡建物の解体を含

む。），また，乙の責めに帰すべき事由により生じた損害等について，自己の費用で復旧するな

どして本件土地を原状に回復し，土壌汚染のないことを確認したうえで完全な更地として甲に

返還しなければならない。ただし，甲が原状に回復することを要しないと認めたときはこの限

りでない。 

２ 甲は，乙が前項の義務を履行しないときは，第９条に規定する保証金又は乙の負担で乙に代

わってこれを行うことができる。 

３ 乙は，本契約が借地権の存続期間の満了により終了する場合には，甲に対し，その期間満了

の１年前までに，建物の取壊し等本件土地の明渡しに必要な事項を書面により通知しなければ

ならない。 

４ 乙は，本件土地の返還をする場合は，甲による現地確認を受け，その承諾を得ることをもっ

て本件土地の明渡しが完了したものとする。 

５ 本契約が終了した場合において，乙が本件土地を更地にしたうえで甲に返還しなかった場合，

甲は，乙に代わって本件敷地を更地にすることができる。この場合において，乙は，本件土地

に附属させた一切の物に対する所有権を放棄したものとみなし，甲が更地にすること及び残置

された物を処分することについて異議を申し出ることができず，その一切の費用は，乙の負担

とする。 

６ 乙は，借地権の存続期間の満了後，再契約を締結することなく引き続き本件土地を明渡し返

還しないときは，甲に対し，本契約終了の翌日から明渡し返還完了にいたるまで本契約終了時
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の月額賃料の３倍相当額の遅延損害金を支払わなければならない。 

 

（損害の賠償） 

第25条 乙は，本契約に定める義務を履行しなかったため甲に損害を与えたときは，その損害を

賠償しなければならない。 

 

（公正証書による契約の締結） 

第26条 甲及び乙は，公証センターにおいて，公正証書により，本契約条項に定める内容に基づ

く事業用定期借地権の設定契約を締結する。 

２ 本公正証書作成費用は，甲と乙が折半して負担する。 

 

（暴力団等に対する除外措置） 

第27条 本契約締結にあたり乙が，神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱（平成22

年５月26日市長決定）第４条第１項第２号又は第６号に掲げる者が同要綱第５条各号に掲げる

事項のいずれかに該当することが判明した場合には，甲は乙に対して第16条に基づく違約金の

請求，第21条の規定に基づく契約の解除を行うことができる。 

 

（再契約の協議） 

第28条 甲と乙は，借地権の存続期間の満了前に，本件土地に係る再契約（以下「再契約」とい

う。）の締結について協議することができる。 

２ 借地権の存続期間の満了後引き続いて再契約を締結するときは，甲は，本件土地を再契約時

の現状有姿のまま乙に引き渡す。 

 

（登記） 

第29条 乙は，第４条に規定する本件土地の引渡し後，本契約に定める事業用定期借地権の設定

登記を行うことができる。 

２ 乙は，本契約終了後，乙の責任において速やかに前項の事業用定期借地権の抹消登記手続を

しなければならない。 

３ 乙は，本契約終了後，速やかに本件土地上に乙が所有する建物その他の工作物の滅失登記手

続をし，かつ，これらに付着した担保権等の権利の登記を抹消しなければならない。 

４ 第１項から第３項の登記手続に要する費用は，乙の負担とする。 

 

（裁判管轄) 

第30条 本契約から生ずる一切の法律関係に基づく訴えについては，本件土地の所在地を管轄す

る裁判所をもって，その管轄裁判所とする。 

 

（疑義の解釈等） 

第31条 本契約の各条項の解釈について疑義を生じた場合又は本契約に規定のない事項で解決を

要する問題が生じた場合は，甲乙双方誠意をもって協議し解決するものとする。 
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（執行認諾） 

第32条 甲と乙は，本契約に基づく金銭債務の履行を怠ったときは，直ちに強制執行を受けても

異議がない旨認諾した。 

 

 

  本契約の締結を証するため，本書２通を作成し，甲乙それぞれ記名押印のうえ，各自その１

通を保有する。 

 

 

 令和  年 月 日 

 

 神戸市中央区加納町６丁目５番１号 

甲 神 戸 市 

 代表者 神戸市長  久 元 喜 造 

 

  

乙  

  

 

別紙目録１（土地の表示） 

 

所 在 
神戸市兵庫区雪御所町４番，５番１，28 番３ 

（別紙図面の朱線で囲む区域） 

地 目 公立学校用地，学校用地，宅地 

地 積 ５，３８０．７７㎡（実測） 

 

別紙目録２（建物の表示） 

 

構 造  

規 模 延床面積      平方メートル（予定） 

用 途  

 


